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監査調書の項目定義：施設監査（A）保育所

■監査調書の項目定義

番号 項目名 列の説明

1 番号 通し番号にて採番。

2 大分類/中分類 「監査評価項目・自己点検項目」の分類。

3 基本的な考え方（根拠条文）
根拠法令等の条文。

※「監査評価項目・自己点検項目」に回答する際に、参照することを想定。

4 監査評価項目・自己点検項目
根拠法令等に基づいて、自治体及び保育施設等が、基準等への適否を確認するための項目。

※原則、自治体による「監査評価項目」、及び、保育施設等による「自己点検項目」は同じ項目内容にて確認する方針。

5 監査評価項目・自己点検項目の定義
「監査評価項目・自己点検項目」に対して、確認結果を登録する際の選択肢。

※いすれも選択制「適／否／対象外」とし、「対象外」を選択する際は、その理由を備考欄に記入する形とする。

6 評価対象となる施設 「監査評価項目・自己点検項目」の評価・回答対象の施設類型。

7 評価区分

「監査評価項目・自己点検項目」の評価区分。

＜評価区分の定義＞

①文書指摘事項：

・設備運営基準・運営基準（※）等の関係法令、及び、関係通知等に違反する場合は、原則として「文書指摘事項」とする。（保育施設

等からの改善報告書の提出を要するものとする。）

②口頭指摘事項：

・違反について改善報告書の提出を行わずとも改善が見込まれる場合は、自治体の判断で「文書指摘事項」から「口頭指摘事項」に変更で

きる。（保育施設等からの改善報告書の提出は要しないものとする。）

※改善報告書の提出を行わずとも改善が見込まれる場合とは、具体的には以下の観点から判断を行うこと。

（軽微な違反の観点）単発的な事務処理のミス等で、修正が容易又は、指摘時点での修正対応が可能な場合。

（経過措置の観点）施設の開設初年度等で初めての監査実施であり、実際の運営や安全に大きな支障がない、かつ、再発リスクが低い場

合。又は、設備運営基準・運営基準（※）等の関係法令及び関係通知等の改正に伴い、経過措置を適用する場合。

③助言指導事項：

・法令等の努力義務規定違反、「口頭指摘事項」に至らない軽微な指摘及び水準向上のための助言は、「助言指導事項」とする。

（※）「設備運営基準」は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年12月）、家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準（平成16年４月）、幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平成26年４月）を指す。

「運営基準」は、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成26年

４月）を指す。

8 経過措置 経過措置が設けられている場合、その経過措置の内容。
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監査調書の項目定義：施設監査（A）保育所

■監査調書の項目定義

番号 項目名 列の説明

9 着眼点 自治体職員が実地監査等での評価を行うにあたり、「着眼点」として、確認すべき書類や確認すべき観点。

10 事前提出書類 自己点検票と併せて、保育施設等へ事前に提出を求める添付書類。

11 事前提出情報

設備基準における設備面積や児童の数等、判定基準に計算ロジックが含まれるものについて、システム上での自動計算等の管理を想定し、

自己点検票と併せて、事前に提出（入力）を求める情報。※システム化に当たっては、給付申請情報等の保育業務施設管理プラットフォー

ム上で管理している項目については、自動取得可能とする想定。

12 根拠法令等 根拠となる法令とその条項。

13 関連法令・告示・通知等 根拠法令の他に、関連する法令・告示・通知等。

14 毎年の確認を任意とする項目
「直近の監査において指摘があった場合」又は「図面の変更有と回答があった場合」を除き、毎年の確認を任意とする項目。※該当項目の列を「●」とす

る。

15 参考項目
指導監督権限がないため行政指導は実施できないが、通知等に従い、適宜、指導監督権限を有する行政機関と連携する等を求める項目。

※該当項目の列を「●」とする。

16 確認指導監査との重複 確認指導監査と施設監査において、両監査の「監査評価項目・自己点検項目」が重複する項目。※該当項目の列を「●」とする。
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根拠法令等一覧：施設監査（A）保育所

■根拠法令等一覧：（A）施設監査（保育所）
番号 監査種別 施設種別 種別 法令等 略称

1 施設監査 保育所 法律 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号） 子ども・子育て支援法

2 施設監査 保育所 法律 児童福祉法（昭和22年法律第164号） 児童福祉法

3 施設監査 保育所 法律 消防法（昭和23年法律第186号） 消防法

4 施設監査 保育所 法律 学校保健安全法（昭和33年法律第56号） 学校保健安全法

5 施設監査 保育所 法律 社会福祉法（昭和26年法律第45号） 社会福祉法

6 施設監査 保育所 法律 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号） 労働安全衛生法

7 施設監査 保育所 法律 労働基準法（昭和22年法律第49号） 労働基準法

8 施設監査 保育所 法律 児童虐待の防止等に関する法律（平成12年法律第82号） 児童虐待の防止等に関する法律

9 施設監査 保育所 府省令
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等

の運営に関する基準（平成26年4内閣府令第39号）
特定教育・保育施設等運営基準府令

10 施設監査 保育所 府省令 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号） 設備運営基準

11 施設監査 保育所 府省令 児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号） 児童福祉法施行規則

12 施設監査 保育所 府省令 消防法施行規則（昭和36年自治省令第6号） 消防法施行規則

13 施設監査 保育所 府省令 学校保健安全法施行規則（昭和33年文部省令第18号） 学校保健安全法施行規則

14 施設監査 保育所 府省令
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準及び家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を

改正する内閣府令（令和６年内閣府令第18号）
設備運営基準改正府令

15 施設監査 保育所 政令 消防法施行令（昭和36年政令第37号） 消防法施行令

16 施設監査 保育所 告示 保育所保育指針（平成29年厚生労働省告示第117号） 保育所保育指針

17 施設監査 保育所 国通知等
保育所や幼稚園等における虐待の防止及び発生時の対応等に関するガイドライン（令和7年局長連名通

知）
虐待等の防止、対応等ガイドライン

18 施設監査 保育所 国通知等 児童福祉施設最低基準の一部改正について（平成14年雇児発第1225008号通知） 雇児発第1225008号通知

19 施設監査 保育所 国通知等
社会福祉施設等における非常災害対策及び入所者等の安全の確保について（平成28年雇児総発０９０

１第３号通知）
雇児総発0901第３号通知

20 施設監査 保育所 国通知等 児童福祉行政指導監査の実施について（令和7年こ成事第175号通知） こ成事第175号通知

21 施設監査 保育所 国通知等
保育所等から市町村又は児童相談所への定期的な情報提供について（周知）（令和5年こ成保第123号

通知）
こ成保第123号通知

22 施設監査 保育所 国通知等 社会福祉施設等における感染症等発生時に係る報告について（平成17年雇児発第0222001号通知） 雇児発第0222001号通知

23 施設監査 保育所 国通知等 児童福祉施設における「食事摂取基準」を活用した食事計画について（令和2年子母発0331第1号通知） 子母発0331第1号通知

24 施設監査 保育所 国通知等 児童福祉施設等における食事の提供ガイド（令和７年こども家庭庁） 食事の提供ガイド

25 施設監査 保育所 国通知等 子ども虐待対応の手引き（令和６年４月こども家庭庁支援局虐待防止対策課） 子ども虐待対応の手引き

26 施設監査 保育所 国通知等 保育所における調理業務の委託について（平成10年児発第86号通知） 児発第86号通知

27 施設監査 保育所 国通知等 保育所における自己評価ガイドライン（令和２年厚生労働省） 自己評価ガイドライン

28 施設監査 保育所 国通知等
社会福祉法人の認可等の適正化並びに社会福祉法人及び社会福祉施設に対する指導監督の徹底について

（平成13年雇児発第488号通知）
雇児発第488号通知

29 施設監査 保育所 国通知等 保育所における感染症対策ガイドライン（平成30年こども家庭庁） 感染症対策ガイドライン

30 施設監査 保育所 国通知等 児童福祉施設等に設置している遊具の安全確保について（雇児総発第0829002号通知） 雇児総発第0829002号通知

31 施設監査 保育所 国通知等
腸管出血性大腸菌O26、O103、O111、O121、O145及びO157の検査法について」（平成26年食安監

発1120第１号通知）
食安監発1120第１号通知
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根拠法令等一覧：施設監査（A）保育所

■根拠法令等一覧：（A）施設監査（保育所）
番号 監査種別 施設種別 種別 法令等 略称

32 施設監査 保育所 国通知等 保育所の設置認可等について（平成12年児発第295号通知） 児発第295号通知

33 施設監査 保育所 国通知等 運営適正化委員会等の設置要綱について（平成12年社援第1353号通知） 社援第1353号通知

34 施設監査 保育所 国通知等 児童福祉施設における食事の提供に関する援助及び指導について（令和2年子発0331第１号通知） 子発0331第１号通知

35 施設監査 保育所 国通知等 保育所における食事の提供について（平成22年雇児発0601第４号通知） 雇児発0601第４号通知

36 施設監査 保育所 国通知等 保育所等における保育士配置に係る特例について（平成28年雇児発0218第２号通知） 雇児発0218第２号通知

37 施設監査 保育所 国通知等 社会福祉施設における衛生管理について（平成9年社援施第65号通知） 社援施第65号通知

38 施設監査 保育所 国通知等 保育所分園の設置運営について（平成10年児発第302号通知） 児発第302号通知

39 施設監査 保育所 国通知等 社会福祉施設等における衛生管理の徹底について（平成15年社援基発第1212001号通知） 社援基発第1212001号通知

40 施設監査 保育所 国通知等
社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針について（平成12年社援第

1352号通知）
社援第1352号通知

41 施設監査 保育所 国通知等
教育・保育施設等におけるプール活動・水遊びの事故防止及び熱中症事故の防止について（令和６年こども

家庭庁）

プール活動・水遊びの事故防止及び熱中

症事故の防止について

42 施設監査 保育所 国通知等 教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン（平成28年こども家庭庁）
事故防止及び事故発生時の対応のための

ガイドライン

43 施設監査 保育所 国通知等 保育所保育指針解説（平成30年厚生労働省） 保育所保育指針解説

44 施設監査 保育所 国通知等
児童福祉施設等における衛生管理の改善充実及び食中毒発生の予防について（平成９年児企第16号通

知）

衛生管理の改善充実及び食中毒発生の

予防について

45 施設監査 保育所 国通知等
保育所、幼稚園、認定こども園及び特別支援学校幼稚部におけるバス送迎に当たっての安全管理の徹底につ

いて（令和4年厚生労働省）

バス送迎に当たっての安全管理の徹底につ

いて

46 施設監査 保育所 国通知等 保育所におけるアレルギー対応ガイドライン（平成23年厚生労働省） アレルギー対応ガイドライン

47 施設監査 保育所 国通知等 教育・保育施設等における睡眠中の安全確保の徹底について（令和６年こども家庭庁） 睡眠中の安全確保の徹底について

48 施設監査 保育所 国通知等
保育所における看護師等の配置特例の要件見直しに関する留意事項等について（令和４年厚生労働省子ど

も家庭局保育課）

配置特例の要件見直しに関する留意事項

等について

49 施設監査 保育所 国通知等 中小規模で調理を行う児童福祉施設等における衛生管理について（令和４年８月３１日）

子総発0831第１号子保発0831第１号

子家発0831第１号子子発0831第２号

子母発0831第２号障障発0831第１号

通知

50 施設監査 保育所 国通知等 保育所等における安全計画の策定に関する留意事項等について（令和４年厚生労働省）
保育所等における安全計画の策定に関す

る留意事項等について
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監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

1
運営管

理
非常災害

児童福祉施設においては、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非

常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を

立て、これに対する不断の注意と訓練をするように努めなければならない。

消火器等の消火用具が設置されているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・消火器が整備されているか、設備の設置証明書

等を確認する。
- -

・設備運営基準

第６条第１項
- - - -

2
運営管

理
非常災害

児童福祉施設においては、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非

常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を

立て、これに対する不断の注意と訓練をするように努めなければならない。

非常口その他非常災害に必要な設備が設けられているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・非常口等が整備されているか、設備の設置証明

書等を確認する。

・備蓄食品が準備されているか確認する。

- -
・設備運営基準

第６条第１項
- - - -

3
運営管

理
非常災害

児童福祉施設においては、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非

常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を

立て、これに対する不断の注意と訓練をするように努めなければならない。

非常災害に対する具体的計画を作成しているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・非常災害に対する具体的計画及び記録を確認

する。
- -

・設備運営基準

第６条第１項

・雇児総発0901

第３号通知
- - -

4
運営管

理
非常災害

第6条第1項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、少なくとも毎

月一回は、これを行わなければならない。
毎月避難及び消火訓練を実施しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・昨年度から監査直近までの間に避難確保や消

火のための訓練の実施状況を確認する。
- -

・設備運営基準

第６条第２項

・雇児総発0901

第３号通知
- - -

5
運営管

理
非常災害

児童福祉施設においては、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非

常災害に必要な設備を設けるとともに、非常災害に対する具体的計画を

立て、これに対する不断の注意と訓練をするように努めなければならない。

消防用設備について、定期に、点検（自主点検を含む）及び

消防署への報告を行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

参考項

目
-

・消防法の規範を遵守しているか確認する。

・消防計画の届出の有無を確認する。
- -

・消防法第17条

の３の３

・消防法施行規則

第31条の６第１

項・第３項

・消防法施行令第

６条

- ● -

6
運営管

理

安全計画の

策定

児童福祉施設は、児童の安全の確保を図るため、当該児童福祉施設の

設備の安全点検、職員、児童等に対する施設外での活動、取組等を含

めた児童福祉施設での生活その他の日常生活における安全に関する指

導、職員の研修及び訓練その他児童福祉施設における安全に関する事

項についての計画(以下この条において「安全計画」という。)を策定し、当

該安全計画に従い必要な措置を講じなければならない。

安全計画を策定し、こどもの心身の状態等を踏まえつつ、施設内

外の安全点検に努め、安全対策のために全職員の共通理解や

体制づくりを図っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・策定している安全計画を確認するとともに、職員

会議や研修等で安全計画に対する職員の共通理

解や体制づくりを図っているか、研修報告書や会議

録を確認する。

- -

・設備運営基準

第６条の３第１

項

・保育所等における

安全計画の策定に

関する留意事項等

について

・保育所保育指針

第３章３（２）

ア

・こ成事第175号

通知

- - -
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監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

7
運営管

理

安全計画の

策定

児童福祉施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項

の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。
職員に対し、安全計画について周知しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・安全計画について、職員会議や研修等で職員に

周知されているか、研修報告書や会議録を確認す

る。

・常勤職員以外を含む全職員に対して安全計画

を周知しているか確認する。

- -

・設備運営基準

第６条の３第２

項

・保育所等における

安全計画の策定に

関する留意事項等

について

- - -

8
運営管

理

安全計画の

策定

児童福祉施設は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、前項

の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。

職員に対し、安全計画に基づく研修及び訓練を定期的に実施し

ているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・安全計画に基づく研修及び訓練について、昨年

度から監査直近までの間における実施状況を確認

する。

・不審者対応訓練及び緊急通報訓練を実施して

いるか確認する。

・事故発生時に適切な救命処置が可能となるよ

う、訓練を実施しているか確認する。

・常勤職員以外を含む全職員に対して、安全計

画に基づく研修及び訓練が実施されているか確認

する。

- -

・設備運営基準

第６条の３第２

項

・保育所等における

安全計画の策定に

関する留意事項等

について

- - -

9
運営管

理

安全計画の

策定

保育所及び児童発達支援センターは、児童の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容

等について周知しなければならない。

保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知し

ているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保護者に対する安全計画に基づく取組の内容等

の周知方法を確認する。
- -

・設備運営基準

第６条の３第３

項

・保育所等における

安全計画の策定に

関する留意事項等

について

- - -

10
運営管

理

安全計画の

策定

児童福祉施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安

全計画の変更を行うものとする。

定期的に安全計画の見直しを行っており、必要に応じて変更を

行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・安全計画について、職員会議等にて見直しが図

られているか、会議録等を確認する。
- -

・設備運営基準

第６条の３第４

項

・保育所等における

安全計画の策定に

関する留意事項等

について

- - -

11
運営管

理

自動車を運

行する場合

の所在の確

認

児童福祉施設は、児童の施設外での活動、取組等のための移動その他

の児童の移動のために自動車を運行するときは、児童の乗車及び降車の

際に、点呼その他の児童の所在を確実に把握することができる方法により、

児童の所在を確認しなければならない。

児童の移動のために自動車を運行するときは、児童の乗車及び

降車の際に、点呼等により、児童の所在を確認しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・児童の自動車乗車及び降車の際に、どのように

児童の所在を確認しているか、点呼表の有無や実

際の手順等を確認する。

- -

・設備運営基準

第６条の４第１

項

・こ成事第175号

通知

・バス送迎に当たっ

ての安全管理の徹

底について

- - -

12
運営管

理

自動車を運

行する場合

の所在の確

認

保育所及び児童発達支援センターは、児童の送迎を目的とした自動車

(運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた

前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこ

れと同程度に児童の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。)を

日常的に運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の児童の見

落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認(児

童の降車の際に限る。)を行わなければならない

児童の送迎を目的とした自動車を日常的に運行するときは、児

童の見落としを防止する装置を装備し、児童の所在を確認して

いるか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・自動車にブザー等の装置を備え、児童の所在の

確認を行っているか、装置の設置状況を確認す

る。

- -

・設備運営基準

第６条の４第２

項

・こ成事第175号

通知

・バス送迎に当たっ

ての安全管理の徹

底について

- - -
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

13
運営管

理

職員の一般

的要件

児童福祉施設に入所している者の保護に従事する職員は、健全な心身

を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児童福祉事業に熱意のある者で

あつて、できる限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた

者でなければならない。

職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観を備え、児

童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業

の理論及び実際について訓練を受けた者であるか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・職員の心身の健康状態を確認する。

・児童福祉事業の理論や、倫理に関する研修計

画や研修報告書を確認する。

・施設の採用基準を確認する。

- -
・設備運営基準

第７条
・保育所保育指針 - - -

14
運営管

理

職員の知識

及び技能の

向上

児童福祉施設の職員は、常に自己研鑽に励み、法に定めるそれぞれの施

設の目的を達成するために必要な知識及び技能の修得、維持及び向上

に努めなければならない。

職員は、常に自己研鑽に励み、必要な知識及び技能の修得、

維持及び向上させているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・職員が必要な知識及び技能の習得、維持及び

向上等を図るための自己研鑽の機会を確保してい

るか、職員の研修計画や研修報告書を確認する。

- -

・設備運営基準

第７条の２第１

項

・保育所保育指針 - - -

15
運営管

理

職員の知識

及び技能の

向上

児童福祉施設は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確

保しなければならない。

職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保してい

るか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・施設の課題や職員の勤続年数やニーズを踏まえ

て、資質の向上のための研修の機会を確保してい

るか、研修に参加しやすいよう努めているか、職員

の研修計画や研修報告書を確認する。

・常勤職員以外を含む全職員に対して研修の機

会を確保しているか確認する。

・研修の未受講者がいる場合は、補講計画を確認

する。

- -

・設備運営基準

第７条の２第２

項

・保育所保育指針

・特定教育・保育

施設等運営基準

府令第21条第３

項

- - ●

16
運営管

理

業務継続

計画の策定

児童福祉施設は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対す

る支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業

務再開を図るための計画(以下この条において「業務継続計画」という。)を

策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めなければ

ならない。

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の

提供を継続的に実施するとともに、非常時の体制で早期の業務

再開を図るための計画（業務継続計画（BCP））を策定して

いるか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・業務継続計画（BCP)を策定しているか確認す

る。

・業務継続計画（BCP)を確認し、感染症や非常

災害の発生時において、利用者に対する支援の提

供を継続的に実施する計画や、非常時の体制で

早期の業務再開を図るための計画が記載されてい

るか確認する。

- -

・設備運営基準

第９条の３第１

項

- - - -

17
運営管

理

業務継続

計画の策定

児童福祉施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。
職員に対し、業務継続計画（BCP）について周知しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・業務継続計画（BCP）について、職員会議や

研修等で職員に周知されいているか、研修報告書

や会議録を確認する。

・常勤職員以外を含む全職員に対して業務継続

計画（BCP）を周知しているか確認する。

- -

・設備運営基準

第９条の３第２

項

- - - -

18
運営管

理

業務継続

計画の策定

児童福祉施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。

職員に対し、業務継続計画（BCP）について必要な研修及び

訓練を定期的に実施しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・業務継続計画（BCP）に基づく研修及び訓練

について、昨年度から監査直近までの間における実

施状況を確認する。

・常勤職員以外を含む全職員に対して、業務継

続計画（BCP）に基づく研修及び訓練が実施さ

れているか確認する。

- -

・設備運営基準

第９条の３第２

項

- - - -
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

19
運営管

理

業務継続

計画の策定

児童福祉施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じ

て業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。

定期的に業務継続計画（BCP）の見直しを行っており、必要に

応じて変更を行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・業務継続計画（BCP）について、職員会議等

にて見直しが図られているか、会議録等を確認す

る。

・業務継続計画の作成・更新年月日を確認する。

- -

・設備運営基準

第９条の３第３

項

- - - -

20
運営管

理

職員の健康

診断

児童福祉施設の職員の健康診断に当たつては、特に入所している者の食

事を調理する者につき、綿密な注意を払わなければならない。

施設内外の適切な環境の維持に努めるとともに、子ども及び全職員が清

潔を保つようにすること。また、職員は衛生知識の向上に努めること。

調理従事者は臨時職員も含め、定期的な健康診断及び月に1回以上の

検便を受けること。検便検査には、従来の検査に加え、腸管出血性大腸

菌O157の検査を含めること。

児童の食事の提供に関わる職員について、食中毒予防の観点

から健康状態を把握する取組を行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・児童の食事を調理する者（調乳担当者を含

む）について、検便等を適切に実施しているか、昨

年度から監査直近までの間における実施状況を確

認する。

・検便検査には、従来の検査に加え、腸管出血性

大腸菌（O157等）の検査が含まれているか確

認する。

- -

・設備運営基準

第12条第４項

・保育所保育指

針第3章3（1）

イ

・社援基発第

1212001号通

知Ⅲ１（７）

・食安監発1120

第１号通知
- - -

21
運営管

理

職員の健康

診断

事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師によ

る健康診断（第66条の10第１項に規定する検査を除く。以下この条及

び次条において同じ。）を行わなければならない。

職員の雇入時健康診断を適切に実施しているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

参考項

目
-

・職員の雇入れ時の健康診断を適切に実施してい

るか、昨年度から監査直近までの間における実施

状況を確認する。

- -

・労働安全衛生

法第66条第１

項

- - ● -

22
運営管

理

職員の健康

診断

事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師によ

る健康診断（第66条の10第１項に規定する検査を除く。以下この条及

び次条において同じ。）を行わなければならない。

職員の定期健康診断を適切に実施しているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

参考項

目
-

・職員の定期健康診断を適切に実施しているか、

昨年度から監査直近までの間における実施状況を

確認する。

- -

・労働安全衛生

法第66条第１

項

- - ● -

23
運営管

理

職員の健康

診断

事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、第66条第１項から第４

項まで及び第5項ただし書並びに前条の規定による健康診断の結果を記

録しておかなければならない。

職員の健康診断の記録をしているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

参考項

目
-

・職員の健康診断の結果の記録及び保管が適切

に行われているか、健診結果・健康チェック表の保

管状況等を確認する。

- -

・労働安全衛生

法第66条第１

項

- - ● -
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番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

24
運営管

理
内部の規程

保育所は、次の各号に掲げる施設の運営についての重要事項に関する規

程を定めておかなければならない。

一　施設の目的及び運営の方針

二　提供する保育の内容

三　職員の職種、員数及び職務の内容

四　保育の提供を行う日及び時間並びに提供を行わない日

五　保護者から受領する費用の種類、支払を求める理由及びその額

六　乳児、満三歳に満たない幼児及び満三歳以上の幼児の区分ごとの

利用定員

七　保育所の利用の開始、終了に関する事項及び利用に当たっての留意

事項

八　緊急時等における対応方法

九　非常災害対策

十　虐待の防止のための措置に関する事項

十一　保育所の運営に関する重要事項

運営についての重要事項に関する規程を定めているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・運営規程を整備しているか確認する。

・運営規程の内容が適切か確認する。

・重要事項に関する規定に、下記の内容が含まれ

ているか確認する。

一　施設の目的及び運営の方針

二　提供する保育の内容

三　職員の職種、員数及び職務の内容

四　保育の提供を行う日及び時間並びに提供を

行わない日

五　保護者から受領する費用の種類、支払を求め

る理由及びその額

六　乳児、満三歳に満たない幼児及び満三歳以

上の幼児の区分ごとの利用定員

七　保育所の利用の開始、終了に関する事項及

び利用に当たっての留意事項

八　緊急時等における対応方法

九　非常災害対策

十　虐待の防止のための措置に関する事項

十一　保育所の運営に関する重要事項

・運営規程

・要覧・入園のしおり
-

・設備運営基準

第13条第２項

・特定教育・保育

施設等運営基準

府令第20条

- - ●

25
運営管

理
帳簿

児童福祉施設には、職員、財産、収支及び入所している者の処遇の状

況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。

職員、財産、収支及び児童の処遇の状況を明らかにする帳簿を

整備しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・職員の名簿

・履歴書

・資格書

・出勤簿

・賃金台帳

・業務分掌

・会議録

・資産台帳

・出納簿

・予算決算の状況が明らかにされた帳簿

・保育日誌

・児童の出欠状況が明らかにされた帳簿

・児童票（家庭状況等の記録を含む）

・保育経過記録

・健康診断の記録 等が、

整備されているか確認する。

・備えるべき帳簿を適切に保管しているか確認す

る。

- -
・設備運営基準

第14条

・雇児発第488号

通知５（３）ア

・児発第295号通

知 第１ー３

（３）②イ、エ

- - -

26
運営管

理
秘密保持

児童福祉施設の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者

又はその家族の秘密を漏らしてはならない。

職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た児童又はその

家族の秘密を漏らしていないか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・前回監査結果通知時からの情報漏洩の有無を

確認する。

・児童又はその家族の秘密の適正な取り扱いにつ

いて、職員に周知しているかを確認する。

・秘密保持に関する研修が実施されているか、職

員の研修計画や研修報告書を確認する。

・個人情報へのアクセスに対するパスワード設定や、

紙の資料を鍵がかけられる棚に保管する等、個人

情報の閲覧に対して必要な対策がとられているか

確認する。

・情報管理責任者の設置等、個人情報管理の体

制が整備されているか確認する。

- -

・設備運営基準

第14条の２第１

項

・特定教育・保育

施設等運営基準

府令第27条第１

項、第２項

- - ●
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

27
運営管

理
秘密保持

児童福祉施設は、職員であつた者が、正当な理由がなく、その業務上知り

得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講

じなければならない。

職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た児童

又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じ

ているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・職員の誓約書等を確認する。ない場合、秘密保

持に対する取組を確認。
- -

・設備運営基準

第14条の２第２

項

・特定教育・保育

施設等運営基準

府令第27条第１

項、第２項

- - ●

28
運営管

理

苦情への対

応

児童福祉施設は、その行つた援助に関する入所している者又はその保護

者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるため

の窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。

児童又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するた

めに、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置

を講じているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保護者等からの苦情に迅速かつ適切に対応する

ため、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第

三者委員を設置しているか確認する。

・受け付けた苦情の内容を記録しているか確認す

る。

・苦情解決の仕組みについて、受付窓口での掲示

や重要事項説明等で、保護者に周知されているか

確認する。

- -

・設備運営基準

第14条の３第１

項

・特定教育・保育

施設等運営基準

府令第30条第1

項

・社援第1352号

通知

- - ●

29
運営管

理

苦情への対

応

児童福祉施設は、その行つた援助に関し、当該措置又は助産の実施、

母子保護の実施若しくは保育の提供若しくは法第二十四条第五項若しく

は第六項の規定による措置に係る都道府県又は市町村から指導又は助

言を受けた場合は、当該指導又は助言に従つて必要な改善を行わなけれ

ばならない。

実施している保育に関し、苦情等の対応について都道府県又は

市町村の指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・指導又は助言に従って必要な改善を行っている

か、改善内容を確認する。

・苦情対応記録簿等を確認する。

- -

・設備運営基準

第14条の３第３

項

・特定教育・保育

施設等運営基準

府令第30条第２

～５項

- - ●

30
運営管

理

苦情への対

応

社会福祉法第83条に規定する運営適正化委員会が行う同法第85条

第１項の規定による調査にできる限り協力しなければならない。
運営適正化委員会が行う調査に協力しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・運営適正化委員会が行う調査への協力に努めて

いるか、過去の調査要請及びその実施有無を確認

する。

- -

・設備運営基準

第14条の３第４

項

・社援第1353号

通知
- - -

31
運営管

理
設備の基準

乳児又は満2歳に満たない幼児を入所させる保育所には、乳児室又はほ

ふく室、医務室、調理室及び便所を設けること。

乳児又は満２歳に満たない幼児を入所させる場合、乳児室又

はほふく室、医務室、調理室及び便所を設けているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育所に必要な設備が設けられているか運営規

程（重要事項説明書）や入園案内等で確認す

る。

・図面を基に設備の状況を確認する。

・建物の平面図（各クラスの部屋割

り、面積と屋外遊戯場の面積が分か

るもの）

-
・設備運営基準

第32条第１号
- ● - -

32
運営管

理
設備の基準

乳児室の面積は、乳児又は満２歳に満たない幼児１人につき1.65平方

メートル以上であること。

乳児室の面積は、乳児又は満２歳に満たない幼児１人につき

1.65平方メートル以上となっているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・児童名簿を基に、面積基準を満たしているか建

物の平面図を確認する。

・建物の平面図（各クラスの部屋割

り、面積と屋外遊戯場の面積が分か

るもの）

・乳児室の面積（㎡）

・０、１歳児の数（監査

実施前月の１日時点から

直近12か月分）

・設備運営基準

第32条第２号
- ● - -

33
運営管

理
設備の基準

ほふく室の面積は、乳児又は満２歳に満たない幼児１人につき3.3平方

メートル以上であること。

ほふく室の面積は、乳児又は満２歳に満たない幼児１人につき

3.3平方メートル以上となっているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・児童名簿を基に、面積基準を満たしているか建

物の平面図を確認する。

・建物の平面図（各クラスの部屋割

り、面積と屋外遊戯場の面積が分か

るもの）

・ほふく室の面積（㎡）

・０、１歳児の数（監査

実施前月の１日時点から

直近12か月分）

・設備運営基準

第32条第３号
- ● - -

34
運営管

理
設備の基準 乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えること。 乳児室又はほふく室には、保育に必要な用具を備えているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育に必要な用具を備えているか、備品一覧等

を確認する。
- -

・設備運営基準

第32条第４号
- - - -
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番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

35
運営管

理
設備の基準

満2歳以上の幼児を入所させる保育所には、保育室又は遊戯室、屋外

遊戯場(保育所の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。次号

において同じ。)、調理室及び便所を設けること。

満２歳以上の幼児を入所させる場合、保育室又は遊戯室を設

けているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育所に必要な設備が設けられているか運営規

程（重要事項説明書）や入園案内等で確認す

る。

・図面を基に設備の状況を確認する。

・建物の平面図（各クラスの部屋割

り、面積と屋外遊戯場の面積が分か

るもの）

-
・設備運営基準

第32条第５号
- ● - -

36
運営管

理
設備の基準

保育室又は遊戯室の面積は、満２歳以上の幼児１人につき1.98平方

メートル以上、屋外遊戯場（保育所の付近にある屋外遊戯場に代わるべ

き場所を含む。）の面積は、満２歳以上の幼児１人につき3.3平方メー

トル以上であること。

保育室又は遊戯室の面積は、満２歳以上の幼児１人につき

1.98平方メートル以上となっているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・児童名簿を基に、面積基準を満たしているか建

物の平面図を確認する。

・建物の平面図（各クラスの部屋割

り、面積と屋外遊戯場の面積が分か

るもの）

・保育室又は遊戯室の面

積（㎡）

・２、３、４、５歳児の数

（監査実施前月の1日時

点から直近12か月分）

・設備運営基準

第32条第６号
- ● - -

37
運営管

理
設備の基準 保育室又は遊戯室には、保育に必要な用具を備えること。 保育室又は遊戯室には、保育に必要な用具を備えているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育に必要な用具を備えているか、備品一覧等

を確認する。
- -

・設備運営基準

第32条第７号
- - - -

38
運営管

理
設備の基準

満２歳以上の幼児を入所させる保育所には、保育室又は遊戯室、屋外

遊戯場(保育所の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。次号

において同じ。)、調理室及び便所を設けること。

満２歳以上の幼児を入所させる場合、屋外遊戯場（保育所の

付近にある屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。）を設けてい

るか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育所に必要な設備が設けられているか運営規

程（重要事項説明書）や入園案内等で確認す

る。

・図面を基に設備の状況を確認する。

- -
・設備運営基準

第32条第５号
- ● - -

39
運営管

理
設備の基準

保育室又は遊戯室の面積は、満２歳以上の幼児１人につき1.98平方

メートル以上、屋外遊戯場（保育所の付近にある屋外遊戯場に代わるべ

き場所を含む。）の面積は、満２歳以上の幼児１人につき3.3平方メー

トル以上であること。

屋外遊戯場（保育所の付近にある屋外遊戯場に代わるべき場

所を含む。）の面積は、満２歳以上の幼児１人につき3.3平方

メートル以上となっているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・児童名簿を基に、面積基準を満たしているか建

物の平面図を確認する。

・建物の平面図（各クラスの部屋割

り、面積と屋外遊戯場の面積が分か

るもの）

・屋外遊戯場（保育所の

付近にある屋外遊戯場に

代わるべき場所を含む。）

の面積（㎡）

・２、３、４、５歳児の数

（監査実施前月の1日時

点から直近12か月分）

・設備運営基準

第32条第６号
- ● - -

40
運営管

理
設備の基準

耐火建築物(建築基準法(昭和25年法律第201号)第２条第９号の

２に規定する耐火建築物をいう。以下この号において同じ。)又は準耐火

建築物(同条第９号の３に規定する準耐火建築物をいい、同号ロに該

当するものを除く。)(保育室等を３階以上に設ける建物にあつては、耐火

建築物)であること。

保育室等を２階に設ける建物は、耐火建築物又は準耐火建

築物、保育室等を３階以上に設ける建物は、耐火建築物であ

るか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・耐火建築物又は準耐火建築物に該当するか、

建築確認申請書等を確認する。
- -

・設備運営基準

第32条第８号イ
- ● - -

41
運営管

理
設備の基準 「保育所　根拠条文一覧別紙」No.１を参照。

保育室等を２階または３階以上に設ける建物は、「児童福祉

施設の設備及び運営に関する基準」第32条第８号ロの表に掲

げる区分ごとに、それぞれ施設又は設備が１以上設けられている

か。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育所に必要な設備が設けられているか運営規

程（重要事項説明書）や入園案内等で確認す

る。

・図面を基に設備の状況を確認する。

- -
・設備運営基準

第32条第８号ロ

・こ成事第175号

通知
● - -

42
運営管

理
設備の基準

ロに掲げる施設及び設備が避難上有効な位置に設けられ、かつ、保育室

等の各部分からその一に至る歩行距離が30メートル以下となるように設け

られていること。

保育室等を３階以上に設ける建物は、施設及び設備が避難上

有効な位置に設けられ、かつ、保育室等の各部分から「児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準」第32条第８号ロの表に

掲げる施設及び設備に至る歩行距離が30メートル以下となるよ

うに設けられているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・施設の図面や配置図を確認する。

・保育室等の各部分から避難に係る施設及び設

備に至る歩行距離が30メートル以下であるか、避

難経路を確認する。

- -
・設備運営基準

第32条第８号ハ
- ● - -
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番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目
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任意とす
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参考

項目

確認指

導監査

との重複

43
運営管

理
設備の基準

保育所の調理室(次に掲げる要件のいずれかに該当するものを除く。ニにお

いて同じ。)以外の部分と保育所の調理室の部分が建築基準法第二条

第七号に規定する耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法施行令第

百十二条第一項に規定する特定防火設備で区画されていること。この場

合において、換気、暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を

貫通する部分又はこれに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けら

れていること。

(１)　スプリンクラー設備その他これに類するもので自動式のものが設けられ

ていること。

(２)　調理用器具の種類に応じて有効な自動消火装置が設けられ、か

つ、当該調理室の外部への延焼を防止するために必要な措置が講じられ

ていること。

保育室等を３階以上に設ける建物は、保育園の調理室以外の

部分と小保育園の調理室の部分が耐火構造の床若しくは壁又

は特定防火設備で区画されているか。この場合において、換気、

暖房又は冷房の設備の風道が、当該床若しくは壁を貫通する部

分又はこれに近接する部分に防火上有効にダンパーが設けられ

ているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・施設の図面や配置図を確認する。

・耐火構造の床や壁であるか、設置証明書や検査

報告書を確認する。

・防火ダンパーの設置証明書や検査記録を確認す

る。

- -
・設備運営基準

第32条第８号ニ
- ● - -

44
運営管

理
設備の基準

保育所の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしてい

ること。

保育室等を３階以上に設ける建物は、保育所の壁及び天井の

室内に面する部分の仕上げを不燃材料でしているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・壁や天井の仕上げ材についての詳細が記載され

た設計図を確認する。

・使用されている壁や天井の仕上げ材料の仕様書

を確認し、不燃材料であることを確認する。

・ 壁や天井の仕上げ工事に関する施工記録や報

告書を確認し、適切に不燃材料が使用されている

かを確認する。

- -
・設備運営基準

第32条第８号ホ
- ● - -

45
運営管

理
設備の基準

保育室等その他乳幼児が出入し、又は通行する場所に、乳幼児の転落

事故を防止する設備が設けられていること。

保育室等を２階及び３階以上に設ける建物は、保育室等その

他乳幼児が出入し、又は通行する場所に、乳幼児の転落事故

を防止する設備が設けられているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・施設の図面や配置図を確認する。

・安全設備の設置証明書や検査報告書を確認す

る。

- -
・設備運営基準

第32条第８号ヘ
- ● - -

46
運営管

理
設備の基準

非常警報器具又は非常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備

が設けられていること。

保育室等を３階以上に設ける建物は、非常警報器具又は非

常警報設備及び消防機関へ火災を通報する設備が設けられて

いるか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・非常警報器具又は非常警報設備及び消防機

関へ火災を通報する設備が設けられているか、設

備の設置証明書等を確認する。

- -
・設備運営基準

第32条第８号ト
- ● - -

47
運営管

理
設備の基準

保育所のカーテン、敷物、建具等で可燃性のものについて防炎処理が施さ

れていること。

保育室等を３階以上に設ける建物は、保育所のカーテン、敷

物、建具等で可燃性のものについて防炎処理が施されているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・カーテン、敷物、建具等が防炎処理されていること

を証明する防炎証明書等を確認する。

・購入した際の仕様書やカタログに防炎処理が施さ

れている旨が記載されているか確認する。

- -
・設備運営基準

第32条第８号チ
- ● - -

48
運営管

理
職員

保育所には、保育士（認定地方公共団体の区域内又は事業実施区域

内にある保育所にあつては、保育士、当該認定地方公共団体の区域に

係る地域限定保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区

域限定保育士。次項において同じ。）、嘱託医及び調理員を置かなけれ

ばならない。ただし、調理業務の全部を委託する施設にあつては、調理員

を置かないことができる。

嘱託医を置いているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・職員配置は適正であるか、職員名簿等を確認す

る。

・嘱託医の契約書において、期間や業務内容等を

確認する

- -
・設備運営基準

第33条第１項

・児発第302号通

知

・雇児発0218第

２号通知

- - -

49
運営管

理
職員

保育所には、保育士（認定地方公共団体の区域内又は事業実施区域

内にある保育所にあつては、保育士、当該認定地方公共団体の区域に

係る地域限定保育士又は当該事業実施区域に係る国家戦略特別区

域限定保育士。次項において同じ。）、嘱託医及び調理員を置かなけれ

ばならない。ただし、調理業務の全部を委託する施設にあつては、調理員

を置かないことができる。

調理員を置いているか。

（ただし、調理業務の全部を委託する施設にあっては、調理員を

置かないことができる。）

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・職員配置は適正であるか、運営規程（重要事

項説明書）や職員（給食担当者）名簿等を確

認する。

- -
・設備運営基準

第33条第１項

・児発第302号通

知

・雇児発0218第

２号通知

- - -

14 / 32 ページ



監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目
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設
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通知等

毎年の

確認を
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る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

50
運営管

理
職員

保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳

に満たない幼児おおむね６人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満た

ない幼児おおむね15人につき１人以上、満４歳以上の幼児おおむね25

人につき１人以上とする。ただし、保育所１につき２人を下ることはできな

い。

保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以上（ただし、保

育所一につき２人を下ることはできない。）の基準を満たしている

か。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・配置基準が確保されているか、職員名簿やシフト

表、児童出席簿等を確認する。

・各職員について、保育士証等の資格を確認す

る。

・勤務シフト表（各勤務区分の時

間帯を明記したもの）

・乳児の数（監査実施前

月の1日時点から直近12

か月分）

・乳児を担当する職員の数

（監査実施前月の1日時

点から直近12か月分）

（常勤・非常勤）

・職員名簿（在籍／異

動・退職職員の情報等）

・設備運営基準

第33条第２項

・児発第302号通

知

・雇児発0218第

２号通知

- - -

51
運営管

理
職員

保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳

に満たない幼児おおむね６人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満た

ない幼児おおむね15人につき１人以上、満４歳以上の幼児おおむね25

人につき１人以上とする。ただし、保育所１につき２人を下ることはできな

い。

保育士の数は満１歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６人

につき１人以上（ただし、保育所一につき２人を下ることはでき

ない。）の基準を満たしているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・配置基準が確保されているか、職員名簿やシフト

表、児童出席簿等を確認する。

・各職員について、保育士証等の資格を確認す

る。

・勤務シフト表（各勤務区分の時

間帯を明記したもの）

・１、２歳児の数（監査

実施前月の1日時点から

直近12か月分）

・満１歳以上満３歳に満

たない幼児を担当する職員

の数（監査実施前月の1

日時点から直近12か月

分）（常勤・非常勤）

・職員名簿（在籍／異

動・退職職員の情報等）

・設備運営基準

第33条第２項

・児発第302号通

知

・雇児発0218第

２号通知

- - -

52
運営管

理
職員

保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳

に満たない幼児おおむね６人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満た

ない幼児おおむね15人につき１人以上、満４歳以上の幼児おおむね25

人につき１人以上とする。ただし、保育所１につき２人を下ることはできな

い。

保育士の数は満３歳以上満４歳に満たない幼児おおむね15

人につき１人以上（ただし、保育所一につき２人を下ることはで

きない。）の基準を満たしているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項

・経過措

置No.1

・経過措

置No.2

・配置基準が確保されているか、職員名簿やシフト

表、児童出席簿等を確認する。

・各職員について、保育士証等の資格を確認す

る。

・勤務シフト表（各勤務区分の時

間帯を明記したもの）

・３歳児の数（監査実施

前月の1日時点から直近

12か月分）

・満３歳以上満４歳に満

たない幼児を担当する職員

の数（監査実施前月の1

日時点から直近12か月

分）（常勤・非常勤）

・職員名簿（在籍／異

動・退職職員の情報等）

・設備運営基準

第33条第２項

・児発第302号通

知

・雇児発0218第

２号通知

・配置特例の要件

見直しに関する留

意事項等について

・設備運営基準改

正府令

- - -

53
運営管

理
職員

保育士の数は、乳児おおむね３人につき１人以上、満１歳以上満３歳

に満たない幼児おおむね６人につき１人以上、満３歳以上満４歳に満た

ない幼児おおむね15人につき１人以上、満４歳以上の幼児おおむね25

人につき１人以上とする。ただし、保育所１につき２人を下ることはできな

い。

保育士の数は満４歳以上の幼児おおむね25人につき１人以上

（ただし、保育所一につき２人を下ることはできない。）の基準を

満たしているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・配置基準が確保されているか、職員名簿やシフト

表、児童出席簿等を確認する。

・各職員について、保育士証等の資格を確認す

る。

・勤務シフト表（各勤務区分の時

間帯を明記したもの）

・４、５歳児の数（監査

実施前月の1日時点から

直近12か月分）

・満４歳以上の幼児を担

当する職員の数（監査実

施前月の1日時点から直

近12か月分）（常勤・非

常勤）

・職員名簿（在籍／異

動・退職職員の情報等）

・設備運営基準

第33条第２項

・児発第302号通

知

・雇児発0218第

２号通知

- - -

54
運営管

理

必要な職

員確保と職

員処遇の充

実

使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その

他の労働条件を明示しなければならない。この場合において、賃金及び労

働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定める事項については、厚

生労働省令で定める方法により明示しなければならない。

通勤・住宅手当等の各種手当が規定され、適正に支払われて

いるか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

参考項

目
-

・通勤手当や住宅手当等の各種手当の支給基準

（支給対象者、支給額、支給方法、条件（距

離・交通手段・居住形態等））が明記されている

か、就業規則や給与規等を確認する。

・職員に対する手当の支給内容及び支給履歴が

明記されているか、給与明細等を確認する。

- -
・労働基準法第

15条

・労働基準法第

24条、第37条、

第89条

・こ成事第175号

通知

- ● -
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監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

55
運営管

理

必要な職

員確保と職

員処遇の充

実

常時10人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項について就業規

則を作成し、行政官庁に届け出なければならない。次に掲げる事項を変更した場

合においても、同様とする。

一　始業及び終業の時刻、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組以上に

分けて交替に就業させる場合においては就業時転換に関する事項

二　賃金（臨時の賃金等を除く）の決定、計算及び支払の方法、賃金の締切

り及び支払の時期並びに昇給に関する事項

三　退職に関する事項（解雇の事由を含む。）

三の二　退職手当の定めをする場合においては、適用される労働者の範囲、退

職手当の決定、計算及び支払の方法並びに退職手当の支払の時期に関する事

項

四　臨時の賃金等（退職手当を除く。）及び最低賃金額の定めをする場合にお

いては、これに関する事項

五　労働者に食費、作業用品その他の負担をさせる定めをする場合においては、

これに関する事項

六　安全及び衛生に関する定めをする場合においては、これに関する事項

七　職業訓練に関する定めをする場合においては、これに関する事項

八　災害補償及び業務外の傷病扶助に関する定めをする場合においては、これ

に関する事項

九　表彰及び制裁の定めをする場合においては、その種類及び程度に関する事

項

十　前各号に掲げるもののほか、当該事業場の労働者のすべてに適用される定め

をする場合においては、これに関する事項

労働基準法第 24 条・第 36 条の労使の協定が締結され、労

働基準監督署へ提出されているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

参考項

目
-

・労使の協定の提出先は、事業場を管轄する労働

基準監督署であるか確認する。

・労働基準法第36条に基づく労使の協定は、提

出が効力要件であることから、発効日前日までに

労働基準監督署に提出されているか確認する。

・労使の協定の有効期限が明記されているか確認

し、失効前に更新・再提出が行われているか確認

する。

- -
・労働基準法第

89条

・労働基準法第

24条、第36条

・こ成事第175号

通知

- ● -

56
運営管

理

必要な職

員確保と職

員処遇の充

実

社会福祉事業等を経営する者は、社会福祉法第89条第２項第２号に

規定する措置の内容に即した措置を講ずるように努めなければならない。
職員の計画的な採用を行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

参考項

目
-

・職員の計画的な採用に努めているか、新規の社

会福祉事業等従事者の確保に資する措置を確認

する。

- -
・社会福祉法第

90条第１項

・こ成事第175号

通知
- ● -

57
運営管

理

必要な職

員確保と職

員処遇の充

実

社会福祉事業等を経営する者は、社会福祉法第89条第２項第２号に

規定する措置の内容に即した措置を講ずるように努めなければならない。

労働条件の改善等に配慮し、定着促進及び離職防止の取組

みを行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

参考項

目
-

・定着促進及び離職防止に努めているか、社会福

祉事業等従事者に係る処遇の改善及び資質の向

上のための措置を確認する。

- -
・社会福祉法第

90条第２項

・こ成事第175号

通知
- ● -

58
運営管

理

認可内容の

変更

児童福祉法第三十五条第三項に規定する内閣府令で定める事項は、次のとおりとする。

一　名称、種類及び位置

二　建物その他設備の規模及び構造並びにその図面

三　運営の方法(保育所にあつては事業の運営についての重要事項に関する規程)

三の二　経営の責任者及び福祉の実務に当る幹部職員の氏名及び経歴

四　収支予算書

五　事業開始の予定年月日

②　児童福祉法法第三十五条第四項の認可を受けようとする者は、前項各号に掲げる

事項を具し、これを都道府県知事に申請しなければならない。

③　前項の申請をしようとする者は、次に掲げる書類を提出しなければならない。

一　設置する者の履歴及び資産状況を明らかにする書類

二　保育所を設置しようとする者が法人である場合にあつては、その法人格を有することを証する書

類

三　法人又は団体においては定款、寄附行為その他の規約

④　児童福祉法第三十五条第三項の届出を行つた市町村は、第一項第二号若しくは

第三号に掲げる事項又は経営の責任者若しくは福祉の実務に当たる幹部職員を変更し

ようとするときは、あらかじめ、都道府県知事に届け出なければならない。

⑤　児童福祉法第三十五条第三項の届出を行つた市町村又は同条第四項の認可を

受けた者は、第一項第一号又は第三項第三号に掲げる事項に変更があつたときは、変

更のあつた日から起算して一月以内に、都道府県知事に届け出なければならない。

⑥　児童福祉法第三十五条第四項の認可を受けた者は、第一項第二号若しくは第三

号に掲げる事項又は経営の責任者若しくは福祉の実務に当たる幹部職員を変更しようと

するときは、都道府県知事にあらかじめ届け出なければならない。

施設の設置認可事項について変更が生じた時は、認可内容の

変更を届け出ているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・直近の届出から、施設の設置認可事項に変更が

ないか確認する
- -

・児童福祉法施

行規則第４項～

６項

- - - -
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監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

59
保育内

容
一般原則

児童福祉施設は、入所している者の人権に十分配慮するとともに、一人

一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。
人権擁護のために必要な体制を整備しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・虐待や不適切な保育に対して、相談できる体制

や窓口があるかを運営規程や園則等で確認する。
- -

・設備運営基準

第５条第１項

・保育所保育指針

第１章１
- - -

60
保育内

容
一般原則

児童福祉施設は、入所している者の人権に十分配慮するとともに、一人

一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。

こどもの意見や思いを表明する機会や受け止める仕組みがある

か。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・こどもの意見や思いを表明する機会や受け止める

具体的な取組を、指導計画や会議録で確認す

る。

- -
・設備運営基準

第５条第１項

・保育所保育指針

第１章１

・虐待等の防止、

対応等ガイドライン

２

- - -

61
保育内

容
一般原則

児童福祉施設は、入所している者の人権に十分配慮するとともに、一人

一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。
研修や会議などで人権について考える機会を持っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・研修や会議などで人権について考える機会を設け

ているか、研修計画や研修報告書、会議録等を

確認する。

- -
・設備運営基準

第５条第１項

・保育所保育指針

第１章１

・虐待等の防止、

対応等ガイドライン

２

- - -

62
保育内

容
一般原則

児童福祉施設は、入所している者の人権に十分配慮するとともに、一人

一人の人格を尊重して、その運営を行わなければならない。
児童に対して、著しく人格を傷つける言動はないか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・苦情・内部告発の有無を確認する。

・保育士の言動や児童の反応を確認し、不自然な

点があればヒアリングを行い、職員が日々どのように

保育現場とかかわり、指導しているか確認する。

- -
・設備運営基準

第５条第１項

・保育所保育指針

第１章１
- - -

63
保育内

容
一般原則

児童福祉施設は、地域社会との交流及び連携を図り、児童の保護者及

び地域社会に対し、当該児童福祉施設の運営の内容を適切に説明する

よう努めなければならない。

地域社会との交流及び連携を図るよう努めているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・地域交流はどのようなことを実施しているか、確認

する。（子育て支援に関わる地域人材の活用を

図っているか、交流記録やヒアリング等で確認す

る。）

- -
・設備運営基準

第５条第２項

・特定教育・保育

施設等運営基準

府令第31条

- - ●

64
保育内

容
一般原則

児童福祉施設は、地域社会との交流及び連携を図り、児童の保護者及

び地域社会に対し、当該児童福祉施設の運営の内容を適切に説明する

よう努めなければならない。

児童の保護者及び地域社会に対し、保育所の運営の内容を適

切に説明するよう努めているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・児童の保護者及び地域社会に対し、保育所の

運営の内容を説明する方法を確認する。（入園

説明会等）

・乳児、幼児等の保育に関する相談に応じ、及び

助言を行った内容を確認する。

- -
・設備運営基準

第５条第２項

・児童福祉法第

48条の４第１項
- - -

65
保育内

容
一般原則

児童福祉施設の構造設備は、採光、換気等入所している者の保健衛生

及びこれらの者に対する危害防止に十分な考慮を払つて設けられなければ

ならない。

構造設備は、採光、換気等入所している者の保健衛生に十分

な考慮を払っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・施設の温度、湿度、換気、採光、音などの環境を

常に適切な状態に保持しているか、施設の様子を

確認する。

・乳児又はほふく室、保育室又は遊戯室、医務室

や便所等の設備が著しく不衛生でないかを確認す

る。

・施設内にある用具（寝具、遊具等）が清潔であ

るかを確認する。

・施設の構造設備が児童の保健衛生に配慮され

ているか、早急に改善を要する設備はないか確認

する。

- -
・設備運営基準

第５条第５項

・保育所保育指針

第３章３
- - -
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監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

66
保育内

容
一般原則

児童福祉施設の構造設備は、採光、換気等入所している者の保健衛生

及びこれらの者に対する危害防止に十分な考慮を払つて設けられなければ

ならない。

構造設備は、入所している者に対する危害防止に十分な考慮を

払っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・構造設備に危険な箇所がないか、備品が損傷し

て危険でないかを確認する。

・児童が出入りする扉及び窓の指詰め防止措置

等を講じているか、設備、備品及び遊具等の転倒

防止措置を講じているか、等を確認する。

・危険物が放置されていないか、児童が活動する

場所において、重量物及び薬品等の危険物が頭

上から落下することを防止する等の措置を講じてい

るかを確認する。

- -
・設備運営基準

第５条第５項

・雇児発第

1225008号通知

第２

・保育所保育指針

第３章３、４

（１）イ

・雇児総発第

0829002号通知

- - -

67
保育内

容

入所した者

を平等に取

り扱う原則

児童福祉施設においては、入所している者の国籍、信条、社会的身分又

は入所に要する費用を負担するか否かによつて、差別的取扱いをしてはな

らない。

こどもの国籍、信条、社会的身分又は費用負担によって、差別

的な扱いをしていないか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・苦情・事故対応記録やヒアリングにて、こどもに対

する差別的な扱いがないかを確認する。
- -

・設備運営基準

第９条

・特定教育・保育

施設等運営基準

府令第24条

- - ●

68
保育内

容

虐待等の禁

止

児童福祉施設の職員は、入所中の児童に対し、法第33条の10第１項

各号に掲げる行為（虐待）その他当該児童の心身に有害な影響を与え

る行為をしてはならない。

児童に対し、児童福祉法第33条の10第１項各号に掲げる行

為（虐待）その他当該児童の心身に有害な影響を与える行為

をしていないか。

＜児童福祉法第33条の10第１項各号＞

１　被措置児童等の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのあ

る暴行を加えること。

２　被措置児童等にわいせつな行為をすること又は被措置児童

等をしてわいせつな行為をさせること。

３　被措置児童等の心身の正常な発達を妨げるような著しい減

食又は長時間の放置、同居人若しくは生活を共にする他の児童

による前二号又は次号に掲げる行為の放置その他の施設職員

等としての養育又は業務を著しく怠ること。

４　被措置児童等に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対

応その他の被措置児童等に著しい心理的外傷を与える言動を

行うこと。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・苦情・事故対応記録及び、個人別記録・保育

日誌等の日々の保育に関する記録にて、こどもに

対する不適切・有害なかかわり（虐待、暴言、体

罰、無視、威圧等）がないかを確認する。

・前回監査結果通知時からの虐待行為の有無を

確認する。

・虐待行為が発生していた場合には、「子ども虐待

対応の手引き」に基づき、適切な対応がされていた

か確認する。

・児童出欠簿を確認し、長期欠席児童の有無を

確認する。

・虐待防止研修の実施有無、虐待防止対応マ

ニュアルの整備有無、責任者の設置有無を確認す

る。

- -
・設備運営基準

第９条の２

・虐待等の防止、

対応等ガイドライン

・子ども虐待対応

の手引き

・児童虐待の防止

等に関する法律

・保育所保育指針

・特定教育・保育

施設等運営基準

府令第25条

・児童福祉法第

33条の10、11

- - ●

69
保育内

容

虐待等の禁

止

子どもの心身の状態等を観察し、不適切な養育の兆候が見られる場合に

は、市町村や関係機関と連携し、児童福祉法第25条に基づき、適切な

対応を図ること。また、虐待が疑われる場合には、速やかに市町村又は児

童相談所に通告し、適切な対応を図ること。

児童の状態を観察し、虐待の発見に努めるとともに、要保護児

童を発見した場合には、市町村、都道府県の設置する福祉事

務所若しくは児童相談所又は児童委員を介して市町村、都道

府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所に通報し、関

係機関と連携した上で適切な対応をしているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・虐待の早期発見策や、虐待対応マニュアル等を

確認する。

・ケース記録や関係機関とのケースカンファレンス・連

携会議記録を確認するとともに、職員にヒアリングを

行い通報への意識を確認する。

- -

・保育所保育指

針第３章１

（１）ウ

・児童福祉法第

25条第１項

・保育所保育指針

第４章２（３）

・こ成保第123号

通知

・こ成事第175号

通知

- - -
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監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

70
保育内

容
衛生管理

児童福祉施設に入所している者の使用する設備、食器等又は飲用に供

する水については、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じ

なければならない。

食器等又は飲用水について衛生的な管理がされているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・調理室等の汚染防止の工夫がなされているか確

認する。

・シンクの清潔確保がなされているか確認する。

・作業導線や、器具・エプロン等の使い分け等の確

認によって、汚染作業区域と非汚染作業区域の

区別等がなされているか確認する。

・調理器具・食器等の洗浄消毒、衛生的保管方

法を確認する。

- -
・設備運営基準

第10条第１項

・雇児発第

0222001号通知

・衛生管理の改善

充実及び食中毒

発生の予防につい

て

・子総発0831第

１号子保発0831

第１号

子家発0831第１

号子子発0831第

２号

子母発0831第２

号障障発0831第

１号通知

- - -

71
保育内

容
衛生管理

児童福祉施設に入所している者の使用する設備、食器等又は飲用に供

する水については、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じ

なければならない。

児童が使用する設備について衛生的な管理がされているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育室や便所、遊具、寝具等の児童が使用する

設備が不衛生でないか、清掃・消毒方法及び衛

生状況を確認する。

・害虫対策・駆除が行われているか、記録を確認す

る。

- -
・設備運営基準

第10条第１項

・雇児発第

0222001号通知

・子総発0831第

１号子保発0831

第１号

子家発0831第１

号子子発0831第

２号

子母発0831第２

号障障発0831第

１号通知

・食事の提供ガイド

- - -

72
保育内

容
衛生管理

児童福祉施設は、当該児童福祉施設において感染症又は食中毒が発

生し、又はまん延しないように、職員に対し、感染症及び食中毒の予防及

びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。

職員に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止等の研

修や訓練を定期的に実施しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・感染症及び食中毒の予防やまん延防止のため

の、感染マニュアル等のマニュアルを整備し、職員会

議や研修で職員に周知され共通理解が図られてい

るか、研修報告書や会議録及び、訓練の実施状

況を確認する。

・常勤職員以外を含む全職員に対して、感染症

及び食中毒の予防及びまん延防止等の研修及び

訓練が実施されているか確認する。

- -
・設備運営基準

第10条第２項

・保育所保育指針

・雇児発第

0222001号通知

・社援施第65号

通知Ⅲ第1項

（６）

・感染症対策ガイ

ドライン

・子総発0831第

１号子保発0831

第１号

子家発0831第１

号子子発0831第

２号

子母発0831第２

号障障発0831第

１号通知

・食事の提供ガイド

- - -
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

73
保育内

容
衛生管理

児童福祉施設には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それ

らの管理を適正に行わなければならない。
必要な医薬品を常備し、適正な管理を行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・医療棚・医療箱等の医薬品の管理状況を基に、

不要な医薬品は入っていないか、適切な場所で管

理されているか、管理状況を確認する。（こどもの

手の届かない場所等）

- -
・設備運営基準

第10条第５項

・保育所保育指針

第３章１（３）

エ

- - -

74
保育内

容
衛生管理

児童福祉施設に入所している者の使用する設備、食器等又は飲用に供

する水については、衛生的な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じ

なければならない

調理設備、食材・調理食品等の衛生管理を実施しているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・食事の提供ガイドに従い、施設規模に応じて、大

量調理施設衛生管理マニュアルに基づき、又は大

量調理施設衛生管理マニュアルや手引書等を参

考にして各施設の実態に応じて衛生管理をしてい

るかを確認する。

・「衛生管理計画」を作成し、食品又は添加物を

取り扱う者及び関係者に周知徹底を図っているか

確認する。

・施設設備、機械器具の構造及び材質並びに食

品の製造、加工、調理、運搬、貯蔵又は販売の

工程を考慮し、これらの工程において公衆衛生上

必要な措置を適切に行うための手順書を必要に応

じて作成しているか確認する。

・衛生管理の実施状況を記録し、保存しているか

確認する。

・衛生管理計画及び手順書の効果を検証し、必

要に応じてその内容を見直しているか確認する。

・新鮮な食品の入手、適温管理をはじめ、特に調

理、盛りつけ時の衛生には十分留意しているか、調

理後はなるべく速やかに喫食させるようにしている

か、食事の提供過程を確認する。

- -
・設備運営基準

第10条第１項

・子総発0831第

１号子保発0831

第１号

子家発0831第１

号子子発0831第

２号

子母発0831第２

号障障発0831第

１号通知

・衛生管理の改善

充実及び食中毒

発生の予防につい

て

・雇児発第

0222001号通知

・食事の提供ガイド

- - -

75
保育内

容
食事

児童福祉施設において、入所している者に食事を提供するときは、当該児

童福祉施設内で調理する方法(第８条の規定により、当該児童福祉施

設の調理室を兼ねている他の社会福祉施設の調理室において調理する

方法を含む。)により行わなければならない。

児童に食事を提供するときは、保育所内で調理する方法（保

育所の調理室を兼ねている他の社会福祉施設の調理室におい

て調理する方法を含む。）により行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・食事は保育所内で調理する方法で行われている

か、調理室・方法を確認する。
- -

・設備運営基準

第11条第１項

・子母発0331第

１号通知

・こ成事第175号

通知別紙１の２

（１）第１

（３）

- - -

20 / 32 ページ
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

76
保育内

容
食事

児童福祉施設において、入所している者に食事を提供するときは、その献

立は、できる限り、変化に富み、入所している者の健全な発育に必要な栄

養量を含有するものでなければならない。

児童に食事を提供するときは、その献立は、できる限り、変化に

富み、児童の健全な発育に必要な栄養量を含有するよう配慮が

行われているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・季節感や嗜好等を考慮し、変化に富んだ献立を

作成しているか、献立表・栄養価等を確認する。

・児童の健全な発育に必要な給与栄養量の目標

を設定しているか、それを満たす献立を作成してい

るか、献立表・栄養価等を確認する。

・児童一人一人の発達及び発育状態、栄養状

態、生活状況等を把握・評価し、提供することが

適当なエネルギー量及び栄養素の量（給与栄養

量）の目標が設定されているか、献立表等を確認

する。

・食材費が児童の人数に対して極端に低くないか

確認する。

・給食献立表 -
・設備運営基準

第11条第２項

・食事の提供ガイド

・子母発0331第

１号通知

- - -

77
保育内

容
食事

食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養

並びに入所している者の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなければ

ならない。

食事は、食品の種類及び調理方法について栄養並びに児童の

身体的状況及び嗜好を考慮したものとなっているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・こどもの咀嚼や嚥下機能の発達を促すような食品

や調理方法を配慮しているか確認する。

・嗜好や体験が広がりかつ深まるよう、多様な食品

や料理の組合せとなっているか確認する。

・季節感や地域性等を考慮し、幅広い食品を取り

入れているか確認する。

・児童の嗜好、発達状況の情報収集、共有が行

われているか、給食日誌・給食（献立）会議等の

記録を確認する。

- -
・設備運営基準

第11条第３項

・食事の提供ガイド

・子母発0331第

１号通知

- - -

78
保育内

容
食事

調理は、あらかじめ作成された献立に従つて行わなければならない。ただ

し、少数の児童を対象として家庭的な環境の下で調理するときは、この限

りでない。

調理は、あらかじめ作成された献立に従って行われているか。

（少数の児童を対象として家庭的な環境の下で調理するときは

この限りでない。）

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・予定献立表、食事の提供に関する記録(給食日

誌、実施献立等）を確認する。

・食事の提供に関する記録を作成しているか、給

食日誌、実施献立等を確認する。

・献立表に責任者の関与があるか確認する。

- -
・設備運営基準

第11条第４項

・子母発0331第

１号通知
- - -

79
保育内

容
食事

児童福祉施設は、児童の健康な生活の基本としての食を営む力の育成に

努めなければならない。
児童の健康な生活の基本としての食を営む力を育成しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・食育計画が作成されているか確認する。

・食育計画に基づき、乳幼児期に適した食生活が

展開され、望ましい食習慣の形成等を促す適切な

援助が行われているか給食会議録・食育に関する

取組記録等を確認する。

- -
・設備運営基準

第11条第５項

・食事の提供ガイド

・子母発0331第

１号通知

- - -

80
保育内

容
食事

児童福祉施設において、入所している者に食事を提供するときは、その献

立は、できる限り、変化に富み、入所している者の健全な発育に必要な栄

養量を含有するものでなければならない。

調理業務の委託を行う施設にあっては、保育所や保健所・市町村等の栄

養士により献立等について栄養面での指導を受けられるような体制にある

など栄養士による必要な配慮がなされていること。したがって、こうした体制

がとられていない施設にあっては、調理業務の委託を行うことはできないもの

であること。

満３歳以上の幼児に対する食事を、「施設内調理（一部委託

もしくは全面委託）」にて提供している場合、保育所や保健所、

市町村等の栄養士から献立等について栄養面での指導を受けら

れるような体制にある等、栄養士による必要な配慮がなされてい

るか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・献立等について、栄養士から栄養面での指導を

受けられるような体制にあるか確認する。
- -

・設備運営基準

第11条第２項

・児発第86号通

知３

・設備運営基準第

32条の２
- - -
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監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

81
保育内

容
食事

食事は、前項の規定によるほか、食品の種類及び調理方法について栄養

並びに入所している者の身体的状況及び嗜好を考慮したものでなければ

ならない。

日々提供される食事について、食事内容や食事環境に十分配慮するこ

と。

日々提供される食事について、３歳未満児に対する献立、調理

（離乳食等）、食事の環境などについて配慮がされているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・乳児の食事は、個人差に応じて授乳を行い、離

乳を進めていく中で、様々な食品に少しずつ慣れ、

食べることを楽しめるよう配慮しているか確認する。

・満１歳以上満３歳未満の児童の食事は、一人

一人の状態に応じ、落ち着いた雰囲気の中で行う

ようにし、児童が自分でしようとする気持ちを尊重し

ているか確認する。

- -

・設備運営基準

第11条第３項

・子発0331第１

号通知１（４）

・こ成事第175号

通知
- - -

82
保育内

容

食事（特

例）

次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第11条第1項の規定にかかわ

らず、当該保育所の満３歳以上の幼児に対する食事の提供について、当

該保育所外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合におい

て、当該保育所は、当該食事の提供について当該方法によることとしても

なお当該保育所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の

調理機能を有する設備を備えるものとする。

食事の提供を行う場合（施設外で調理し運搬する方法により

行う場合を含む。）は、当該施設において行うことが必要な調理

のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備いている

か。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育所に必要な設備が設けられているか運営規

定（重要事項説明書）・利用案内等で確認す

る。

・図面を基に設備の状況を確認する。

- -
・設備運営基準

第32条の２
- ● - -

83
保育内

容

食事（特

例）

次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第11条第1項の規定にかかわ

らず、当該保育所の満３歳以上の幼児に対する食事の提供について、当

該保育所外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合におい

て、当該保育所は、当該食事の提供について当該方法によることとしても

なお当該保育所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の

調理機能を有する設備を備えるものとする。

一　幼児に対する食事の提供の責任が当該保育所にあり、その管理者

が、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調

理業務の受託者との契約内容が確保されていること。

満３歳以上の幼児に対する食事を、「搬入（委託調理）」にて

提供している場合、幼児に対する食事の提供の責任が当該保

育所にあり、その管理者が、衛生面、栄養面等業務上必要な

注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約内

容が確保されているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・施設の管理者が業務上必要な注意を果たし得る

ような体制及び契約内容により食事の質が確保さ

れているか、契約書や給食会議録等を確認する。

・日常の連絡方法等についてヒアリングする。

- -

・設備運営基準

第32条の２第１

号

・児発第86号通

知５

・こ成事第175号

通知

- - -
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監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

84
保育内

容

食事（特

例）

次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第11条第１項の規定にかか

わらず、当該保育所の満３歳以上の幼児に対する食事の提供について、

当該保育所外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合に

おいて、当該保育所は、当該食事の提供について当該方法によることとし

てもなお当該保育所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等

の調理機能を有する設備を備えるものとする。

二　当該保育所又は他の施設、保健所、市町村等の栄養士又は管理

栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制に

ある等、栄養士又は管理栄養士による必要な配慮が行われること。

満３歳以上の幼児に対する食事を、「搬入（委託調理）」にて

提供している場合、保育所又は他の施設、保健所、市町村等

の栄養士又は管理栄養士により、献立等について栄養の観点か

らの指導が受けられる体制にある等、栄養士による必要な配慮

が行われているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・献立等について、栄養士から栄養面での指導を

受けられるような体制にあるか、連携している栄養

士の有無を確認する。

- -

・設備運営基準

第32条の２第２

号

・児発第86号通

知３
- - -

85
保育内

容

食事（特

例）

次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第11条第1項の規定にかかわ

らず、当該保育所の満３歳以上の幼児に対する食事の提供について、当

該保育所外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合におい

て、当該保育所は、当該食事の提供について当該方法によることとしても

なお当該保育所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の

調理機能を有する設備を備えるものとする。

三　調理業務の受託者を、当該保育所における給食の趣旨を十分に認

識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者

とすること。

満３歳以上の幼児に対する食事を、「搬入（委託調理）」にて

提供している場合、調理業務の受託者を、保育所における給食

の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切

に遂行できる能力を有する者としているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・当該事業者の受託実績等を確認する。給食

（調理）に関する記録等を確認する。
- -

・設備運営基準

第32条の２第３

号

・児発第86号通

知５
- - -

86
保育内

容

食事（特

例）

次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第11条第１項の規定にかか

わらず、当該保育所の満３歳以上の幼児に対する食事の提供について、

当該保育所外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合に

おいて、当該保育所は、当該食事の提供について当該方法によることとし

てもなお当該保育所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等

の調理機能を有する設備を備えるものとする。

四　幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供

や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、幼児の

食事の内容、回数及び時機に適切に応じることができること。

満３歳以上の幼児に対する食事を、「搬入（委託調理）」にて

提供している場合、幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状

態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピー等への配慮、必

要な栄養素量の給与等、幼児の食事の内容、回数及び時機に

適切に応じることができるか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・献立表・栄養価等や日々の給食（調理）の記

録等を確認する。

・アレルギー対応ガイドライン等の整備について確認

する。

- -

・設備運営基準

第32条の２第４

号

・保育所保育指針

第３章１（３）

ウ、第３章２

（２）ウ

・子発0331第１

号通知１

- - -

87
保育内

容

食事（特

例）

次の各号に掲げる要件を満たす保育所は、第11条第1項の規定にかかわ

らず、当該保育所の満３歳以上の幼児に対する食事の提供について、当

該保育所外で調理し搬入する方法により行うことができる。この場合におい

て、当該保育所は、当該食事の提供について当該方法によることとしても

なお当該保育所において行うことが必要な調理のための加熱、保存等の

調理機能を有する設備を備えるものとする。

五　食を通じた乳幼児の健全育成を図る観点から、乳幼児の発育及び発

達の過程に応じて食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に

基づき食事を提供するよう努めること。

満３歳以上の幼児に対する食事を、「搬入（委託調理）」にて

提供している場合、食を通じた乳幼児の健全育成を図る観点か

ら、乳幼児の発育及び発達の過程に応じて食に関し配慮すべき

事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・食育に関する計画及び献立表・栄養価等を確認

する。
- -

・設備運営基準

第32条の２第５

号

・雇児発0601第

４号通知
- - -
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監査調書：施設監査（A）保育所

■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

88
保育内

容

入所した者

の健康診断

児童福祉施設の長は、入所した者に対し、入所時の健康診断、少なくと

も１年に２回の定期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全

法（昭和33年法律第56号）に規定する健康診断に準じて行わなけれ

ばならない。

児童の入所時に学校保健安全法に規定する健康診断に準じて

健康診断を行っているか。

（ただし、乳幼児健康診査の内容が保育所の健康診断の全部

又は一部に相当すると認めらるときは、健康診断の全部又は一

部を行わないことができる）

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・児童の入所時の健康診断を適切に実施している

か、昨年度から監査直近までの間における実施状

況を入所時健康診断記録で確認する。

- -
・設備運営基準

第12条第１項

・保育所保育指針

第３章１（２）

イ

・学校保健安全法

・学校保健安全法

施行規則第５条、

第６条

・こ成事第175号

通知

- - -

89
保育内

容

入所した者

の健康診断

児童福祉施設の長は、入所した者に対し、入所時の健康診断、少なくと

も１年に２回の定期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全

法（昭和33年法律第56号）に規定する健康診断に準じて行わなけれ

ばならない。

学校保健安全法に規定する健康診断に準じて、児童の定期健

康診断を年２回以上実施しているか。必要に応じて臨時の健

康診断を行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・児童の定期健康診断を適切に実施しているか、

昨年度から監査直近までの間における実施状況を

定期健康診断記録で確認する。

- -
・設備運営基準

第12条第１項

・保育所保育指針

第３章１（２）

イ

・学校保健安全法

・学校保健安全法

施行規則第５条、

第６条

・こ成事第175号

通知

- - -

90
保育内

容

入所した者

の健康診断

児童福祉施設の長は、入所した者に対し、入所時の健康診断、少なくと

も１年に２回の定期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全

法（昭和33年法律第56号）に規定する健康診断に準じて行わなけれ

ばならない。

児童の健康診断の記録及び適切な保管をしているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・児童の健康診断の結果の記録及び保管が適切

に行われているか、健診結果・健康チェック表の保

管状況等を確認する。

- -
・設備運営基準

第12条第１項

・保育所保育指針

第３章１（２）

イ

・学校保健安全法

・学校保健安全法

施行規則第５条、

第６条

・こ成事第175号

通知

- - -

91
保育内

容
保育時間

保育時間は、１日につき８時間を原則とし、児童の保護者の労働時間そ

の他家庭の状況等を考慮して保育所の長が定める。

保育時間は、１日につき８時間を原則とし、児童の保護者の労

働時間その他家庭の状況等を考慮して保育所の長が定めてい

るか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・運営規程（重要事項説明書）等で開所時間

は適切か確認する。
- -

・設備運営基準

第34条

・児童福祉法第

39条

・こ成事第175号

通知

- - -

92
保育内

容
保育の内容

保育所における保育は、養護及び教育を一体的に行うことをその特性と

し、その内容については、内閣総理大臣が定める指針（保育所保育指

針）に従う。

保育は、養護及び教育を一体的に行うことをその特性とし、その

内容については、保育所保育指針に従っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・養護と教育が一体的に行われる保育内容となっ

ているか。保育計画における保育内容「ねらい」「保

育目標」等を確認する。

・全体的な計画

・長期的な指導計画

・短期的な指導計画

-
・設備運営基準

第35条

・保育所保育指針

第２章前文

・虐待等の防止、

対応等ガイドライン

2

- - -

93
保育内

容

保護者との

連絡

保育所の長は、常に入所している乳幼児の保護者と密接な連絡をとり、

保育の内容等につき、その保護者の理解及び協力を得るよう努めなければ

ならない。

保育所の長は、常に入所している乳幼児の保護者と密接な連

絡をとり、保育の内容等につき、その保護者の理解及び協力を得

ているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・下記により、保護者との連絡方法を確認する。

・入園説明会（資料）

・連絡帳

・掲示

・保護者だより

・送迎時のコミュニケーション 等

- -
・設備運営基準

第36条

・保育所保育指針

第４章２
- - -
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

94
保育内

容

地域の関係

機関等との

連携

市町村の支援を得て、地域の関係機関等との積極的な連携及び協働を

図るとともに、子育て支援に関する地域の人材と積極的に連携を図るよう

努めること。

施設入所者への支援等について、児童の保護者等及び関係機

関（児童相談所・福祉事務所等）との連絡調整が図られてい

るか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・連絡手段（電話・メール・面談等）や担当者

（窓口）の設置有無を確認し、連絡体制の整備

状況を確認する。

・情報共有の内容と頻度を確認する。

- -

・保育所保育指

針第４章３

（２）ア

・こ成事第175号

通知
- - -

95
保育内

容

小学校教

育との接続

保育所保育において育まれた資質・能力を踏まえ、小学校教育が円滑に

行われるよう、小学校教師との意見交換や合同の研究の機会などを設

け、保育所保育指針第1章の4の(2)に示す「幼児期の終わりまでに育って

欲しい姿」を共有するなど連携を図り、保育所保育と小学校教育との円滑

な接続を図るよう努めること。

保育所保育と小学校教育との円滑な接続に向けての取組を

行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・小学校の教師との意見交換や合同の研究の機

会などを設けているかを記録等で確認する。

・小学校の教師との意見交換や合同研修、保育・

授業参観、「架け橋期のカリキュラム」（施設と小

学校との接続カリキュラム）の作成の機会などを設

けているかを記録等で確認する。

- -

・保育所保育指

針第２章４

（２）イ

・保育所保育指針

解説
- - -

96
保育内

容

小学校との

連携

子どもに関する情報共有に関して、保育所に入所している子どもの就学に

際し、市町村の支援の下に、子どもの育ちを支えるための資料が保育所か

ら小学校へ送付されるようにすること。

保育所児童保育要録が作成されているか。また、児童の就学に

際し、小学校への送付が行われているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育所児童保育要録が、適切な時期に全児童

分作成されているか確認する。
- -

・保育所保育指

針第２章４

（２）ウ

・設備運営基準第

35条

・こ成事第175号

通知

- - -

97
保育内

容

小学校との

連携

子どもに関する情報共有に関して、保育所に入所している子どもの就学に

際し、市町村の支援の下に、子どもの育ちを支えるための資料が保育所か

ら小学校へ送付されるようにすること。

児童の就学に際し、保育所児童保育要録が小学校へ送付され

ているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育所保育要領が、児童の就学前に就学前に

適切な時期に小学校へ送付されているか確認す

る。

- -

・保育所保育指

針第２章４

（２）ウ

・設備運営基準第

35条

・こ成事第175号

通知

- - -

98
保育内

容

業務の質の

評価

保育所は、自らその行う法第39条に規定する業務の質の評価を行い、常

にその改善を図らなければならない。

保育所として、自らその行う業務の評価（自己評価）を行って

いるか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・「保育所における自己評価ガイドライン（令和２

年厚生労働省）」に則り自己評価を行っている

か、手法を確認する。

・地域の実情や保育所の実態に即して、適切に評

価の観点や項目等を設定し、全職員による共通

理解をもって評価に取り組んでいるか確認する。

・評価の結果を公表しているか確認する。

- -

・設備運営基準

第36条の２第１

項

・保育所保育指針

第１章３（４）

イ、（５）、第５

章１（２）

・自己評価ガイドラ

イン

・こ成事第175号

通知

- - ●

99
保育内

容

業務の質の

評価

保育所は、自らその行う法第39条に規定する業務の質の評価を行い、常

にその改善を図らなければならない。

自ら行う業務の質の評価結果を踏まえ、保育の内容等の改善を

図っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・評価結果を踏まえ、保育の内容等の改善を図っ

ているか、当該改善内容を確認する。
- -

・設備運営基準

第36条の２第１

項

・保育所保育指針

第１章３（４）

イ、（５）、第５

章１（２）

・子ども・子育て支

援法第33条の５

- - ●
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

100
保育内

容

業務の質の

評価

保育所は、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表

し、常にその改善を図るよう努めなければならない。

定期的に外部の者による評価を受けて、その結果を公表している

か。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・外部の者による評価の実施有無及び、頻度を確

認する。

・外部の者による評価結果を公表しているか確認

する。

- -

・設備運営基準

第36条の２第２

項

- - - -

101
保育内

容

業務の質の

評価

保育所は、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表

し、常にその改善を図るよう努めなければならない。
外部の者による評価結果を受けて、常に改善を図っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・外部評価の結果における「改善すべき事項等の

指摘・助言」等を確認して、改善が図られているか

確認する。

- -

・設備運営基準

第36条の２第２

項

- - - -

102
保育内

容
保育の計画

子どもの健康に関する保健計画を全体的な計画に基づいて作成し、全職

員がそのねらいや内容を踏まえ、一人一人の子どもの健康の保持及び増

進に努めていくこと。

保健計画を作成しているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

助言指

導事項
-

・保健計画を確認し、児童及び職員の健康診断、

環境衛生検査、児童に対する指導その他保健に

関する事項が定められているか確認する。

- -

・保育所保育指

針第３章１

（2）ア

- - - -

103
保育内

容
保育の計画

指導計画の作成に当たっては、保育所保育指針第２章及びその他の関

連する章に示された事項のほか、子ども一人一人の発達過程や状況を十

分に踏まえるとともに、次の事項に留意しなければならない。

(ア)　3歳未満児については、一人一人の子どもの生育歴、心身の発達、

活動の実態等に即して、個別的な計画を作成すること。

(イ)　3歳以上児については、個の成長と、子ども相互の関係や協同的な

活動が促されるよう配慮すること。

(ウ)　異年齢で構成される組やグループでの保育においては、一人一人の

子どもの生活や経験、発達過程などを把握し、適切な援助や環境構成が

できるよう配慮すること。

３歳未満児について、個別的な指導計画を作成しているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・一人一人のこどもの生育歴、心身の発達、活動

の実態等に則した、３歳児未満児の個別的な指

導計画が作成されているか確認する。

- -

・保育所保育指

針第１章３

（２）イ

（ア）、（イ）、

（ウ）

- - - -

104
保育内

容
保育の計画

保育所保育指針第１章１の（2）に示した保育の目標を達成するため

に、各保育所の保育の方針や目標に基づき、子どもの発達過程を踏まえ

て、保育の内容が組織的・計画的に構成され、保育所の生活の全体を通

して、総合的に展開されるよう、全体的な計画を作成しなければならない。

全体的な計画が作成されているか。
選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育所の理念や方針に基づいた、年間の全体的

な保育計画が作成されているか確認する。
・全体的な計画 -

・保育所保育指

針第１章３

（２）ア

・設備運営基準第

35条
- - -

105
保育内

容
保育の計画

保育所は、全体的な計画に基づき、具体的な保育が適切に展開されるよ

う、子どもの生活や発達を見通した長期的な指導計画と、それに関連しな

がら、より具体的な子どもの日々の生活に即した短期的な指導計画を作

成しなければならない。

全体的な計画に基づく長期的な指導計画、短期的な指導計画

が作成されているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・長期及び短期ともに具体的な指導計画が作成さ

れているか確認する。

・年・数か月単位の期・月などにわたる長期の指導

計画に、それぞれの期間の特徴に応じてこどもの生

活や発達を見通し、環境の構成や具体的なねらい

及び内容が策定されているか確認する。

・長期指導計画に基づき、短期の指導計画を作

成し、児童の生活のリズム等への配慮がなされてい

るか確認する。

･長時間にわたる保育については、指導計画に、保

育の内容や方法や職員の協力体制、家庭との連

携などが位置づけられているか確認する。その際、こ

どもの発達過程、生活のリズム及び心身の状態へ

の配慮がなされているか確認する。

・障害のあるこどもの保育について、個別の保育支

援計画や個別の指導計画を作成し、適切に対応

しているか確認する。

・長期的な指導計画

・短期的な指導計画
-

・保育所保育指

針第１章３

（２）ア

・設備運営基準第

35条

・保育所保育指針

第１章３（２）

ウ、カ、キ

・こ成事第175号

通知

- - -
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

106
保育内

容
保育の計画

保育士等は、子どもの実態や子どもを取り巻く状況の変化などに即して保

育の過程を記録するとともに、これらを踏まえ、指導計画に基づく保育の内

容の見直しを行い、改善を図ること。

保育の過程を記録するとともに、これらを踏まえ、指導計画に基

づく保育の内容の見直しを行っているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育日誌等により保育の過程を記録しているか

確認する。

・指導計画に基づく保育の内容について、記録等を

もとに職員会議や学級会議、週案会議等にて見

直しが図られているか、会議録等を確認する。

・長期の指導計画の作成・更新年月日を確認す

る。

- -

・保育所保育指

針第１章３

（３）エ

・保育所保育指針

第１章３（５）

イ

・設備運営基準第

35条

・こ成事第175号

通知

- - -

107
保育内

容

事故防止

及び安全対

策

事故防止の取組を行う際には、特に、睡眠中、プール活動・水遊び中、食

事中等の場面では重大事故が発生しやすいことを踏まえ、子どもの主体的

な活動を大切にしつつ、施設内外の環境の配慮や指導の工夫を行うな

ど、必要な対策を講じること。

以下の点を含む乳児の窒息リスクの除去を、睡眠前及び睡眠中に行う。

・医学的な理由で医師からうつぶせ寝をすすめられている場合以外は、乳

児の顔が見える仰向けに寝かせることが重要。何よりも、一人にしないこと、

寝かせ方に配慮を行うこと、安全な睡眠環境を整えることは、窒息や誤

飲、けがなどの事故を未然に防ぐことにつながる。

・ やわらかい布団やぬいぐるみ等を使用しない。

・ ヒモ、またはヒモ状のもの（例：よだれかけのヒモ、ふとんカバーの

内側のヒモ、ベッドまわりのコード等）を置かない。

・ 口の中に異物がないか確認する。

・ ミルクや食べたもの等の嘔吐物がないか確認する。

・ 子どもの数、職員の数に合わせ、定期的に子どもの呼吸・体位、

睡眠状態を点検すること等により、呼吸停止等の異常が発生した

場合の早期発見、重大事故の予防のための工夫をする。

乳幼児突然死症候群（SIDS）の対策及び、窒息等の睡眠

中の事故防止対策を講じているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・安全な睡眠環境の整備や寝かせ方の配慮、適

切な見守り等、こどもの窒息リスクの除去等を行っ

ているか確認する。

・睡眠時の呼吸・体位、睡眠状態の確認を定期

的に行い記録しているか確認する。

・児童の呼吸状態に異常を発見した際、迅速に対

応できる体制が整っているか、マニュアルや指導計

画、管理日誌等を確認する。

- -

・保育所保育指

針第３章３

（２）イ

・睡眠中の安全

確保の徹底につい

て別紙①ア

・保育所保育指針

第２章１（３）、

第３章１（３）

・こ成事第175号

通知

- - -

108
保育内

容

事故防止

及び安全対

策

事故防止の取組を行う際には、特に、睡眠中、プール活動・水遊び中、食

事中等の場面では重大事故が発生しやすいことを踏まえ、子どもの主体的

な活動を大切にしつつ、施設内外の環境の配慮や指導の工夫を行うな

ど、必要な対策を講じること。

プール活動・水遊びを行う場合は、監視体制の空白が生じないように専ら

監視を行う者とプール指導等を行う者を分けて配置し、また、その役割分

担を明確にすること。

プール活動や水遊びを行う場合は、監視体制の空白が生じない

よう、専ら監視を行う者とプール指導等を行う者を分けて配置し、

その役割分担を明確にしているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・下記が遵守されているか、マニュアルや指導計画、

管理日誌等を確認する。

・監視専任者と指導担当者が分けて配置されてい

るか

・監視の空白時間が生じないような体制になってい

るか

・監視者が児童全体を見渡せる位置に配置されて

いるか

・監視者と指導者の役割が文書化されているか、

・監視者と指導者ともに、児童数に応じた適切な

人数が配置されているか

- -

・保育所保育指

針第３章３

（２）イ

・プール活動・水

遊びの事故防止

及び熱中症事故

の防止について１

・設備運営基準第

35条

・こ成事第175号

通知

- - -
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

109
保育内

容

事故防止

及び安全対

策

事故防止の取組を行う際には、特に、睡眠中、プール活動・水遊び中、食

事中等の場面では重大事故が発生しやすいことを踏まえ、子どもの主体的

な活動を大切にしつつ、施設内外の環境の配慮や指導の工夫を行うな

ど、必要な対策を講じること。

職員は、子どもの食事に関する情報（咀嚼・嚥下機能や食行動の発達

状況、喫食状況）について共有する。また、食事の前には、保護者から聞

き取った内容も含めた当日の子どもの健康状態等について情報を共

有する。

子どもの年齢月齢によらず、普段食べている食材が窒息につながる可

能性があることを認識して、食事の介助及び観察をする。

食事中に誤嚥が発生した場合、迅速な気付きと観察、救急対応が不可

欠であることに留意し、施設・事業者の状況に応じた方法で、子ども（特

に乳児）の食事の様子を観察する。特に食べている時には継続的に観察

する。

過去に、誤嚥、窒息などの事故が起きた食材（例：白玉風のだんご、

丸のままのミニトマト等）は、誤嚥を引き起こす可能性について保護者

に説明し、使用しないことが望ましい。

児童の食事に関する情報（咀嚼や嚥下機能を含む発達や喫

食の状況、食行動の特徴など）や当日の児童の健康状態を把

握し、誤嚥等による窒息のリスクとなるものを除去しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・下記が遵守されているか、マニュアルや指導計画、

管理日誌等を確認する。

・職員間にて、こどもの食事に関する情報（咀嚼・

嚥下機能や食行動の発達状況、喫食状況）が

共有され、個別の食事対応がされているか

・食事の前には、職員間にて保護者から聞き取った

内容も含めた当日のこどもの健康状態等の情報が

共有され個別の食事対応がされているか

・年齢や発達段階に応じて、食材の大きさ・形状・

柔らかさが調整され、誤嚥しやすい食材（例：硬

いもの、丸いもの、粘り気の強いもの等）が除去ま

たは適切に調理されているか

- -

・保育所保育指

針第３章３

（２）イ

・事故防止及び

事故発生時の対

応のためのガイドラ

イン１（１）①ウ

・設備運営基準第

35条

・こ成事第175号

通知

- - -

110
保育内

容

事故防止

及び安全対

策

保育中の事故の発生に備え、施設内外の危険箇所の点検や訓練を実施

するとともに、外部からの不審者等の侵入防止のための措置や訓練など不

測の事態に備えて必要な対応を行うこと。また、子どもの精神保健面にお

ける対応に留意すること。

口に入れると咽頭部や気管が詰まる等窒息の可能性のある大きさ、形

状の玩具や物については、乳児のいる室内に置かないことや、手に触れ

ない場所に置くこと等を徹底する。

窒息の可能性のある玩具、小物等が不用意に保育環境下に置

かれていないかなどについての、保育士等による保育室内及び園

庭内の点検を、定期的に実施しているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・保育士等による保育室内及び園庭内の点検を、

定期的に実施しているか、点検の形式や頻度をは

じめ点検記録等を確認する。

・小さな部品、壊れやすい玩具、誤飲の恐れがある

小物などが適切に管理・除去されているか、使用後

の片付け・保管ルールが徹底されているか確認す

る。

- -

・保育所保育指

針第３章３

（２）イ

・事故防止及び

事故発生時の対

応のためのガイドラ

イン１（１）①エ

・設備運営基準第

35条

・こ成事第175号

通知

- - -

111
保育内

容

事故防止

及び安全対

策

アレルギー疾患を有する子どもの保育については、保護者と連携し、医師の

診断及び指示に基づき、適切な対応を行うこと。

アレルギー疾患を有する児童に関しては、保護者と連携し、医師

の診断及び指示に基づき、適切な対応を行っているか

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・医師の診断に基づく生活管理指導表が作成・保

管されているか確認する。

・指導表の内容（除去食、緊急対応、症状な

ど）が職員に共有されているか確認する。

・指導表に基づき、食物アレルギーの緊急時対応

マニュアル、誤食を防ぐマニュアルが作成されている

か確認する。

- -

・保育所保育指

針第３章１

（３）ウ

・設備運営基準第

35条

・アレルギー対応ガ

イドライン

・こ成事第175号

通知

- - -

112
保育内

容

事故防止

及び安全対

策

保育中の事故の発生に備え、施設内外の危険箇所の点検や訓練を実施

するとともに、外部からの不審者等の侵入防止のための措置や訓練など不

測の事態に備えて必要な対応を行うこと。また、子どもの精神保健面にお

ける対応に留意すること。

不審者等の侵入防止のための措置や不審者対応訓練が行わ

れているか。

選択式（適/否

/対象外）
保育所

文書指

摘事項
-

・昨年度から監査直近までの間に不審者対応訓

練の実施状況を確認する。

・不審者等の侵入防止のための措置の内容を確

認する。

- -

・保育所保育指

針第３章３

（２）ウ

- - - -
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番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

113 会計

会計（認

可基準の確

認）

児童福祉施設には、職員、財産、収支及び入所している者の処遇の状

況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。

予算及び補正予算の編成の時期と積算は適切に行われているか。

予算及び補正予算の編成の時期と積算は適切に行われている

か。

選択式（適/否

/対象外）

私立保育

所

文書指

摘事項
-

・予算及び補正予算の編成の時期と積算は適切

に行われているか、会計処理を行っている会計基

準に合わせて、各種書類を確認する。

-

・設備運営基準

第14条

・こ成事第175号

通知別紙１－２

（２）第２ー１

（１）

- - - -

114 会計

会計（認

可基準の確

認）

児童福祉施設には、職員、財産、収支及び入所している者の処遇の状

況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。

事業費と事務費の流用が適正に行われているか。

事業費と事務費の流用が適正に行われているか。
選択式（適/否

/対象外）

私立保育

所

文書指

摘事項
-

・事業費と事務費の流用が適正に行われている

か、会計処理を行っている会計基準に合わせて、

各種書類を確認する。

-

・設備運営基準

第14条

・こ成事第175号

通知別紙１－２

（２）第２ー１

（２）イ

- - - -

115 会計

会計（認

可基準の確

認）

児童福祉施設には、職員、財産、収支及び入所している者の処遇の状

況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。

利用者負担金（職員給食費等＝共通事項）・（延長保育、 一時保

育利用料、私的契約児利用料＝保育所）が適正な額となっているか。

利用者負担金（職員給食費等＝共通事項）・（延長保育、

一時保育利用料、私的契約児利用料＝保育所）が適正な額

となっているか。

選択式（適/否

/対象外）

私立保育

所

文書指

摘事項
-

・利用者負担金（職員給食費等＝共通事

項）・（延長保育、 一時保育利用料、私的契

約児利用料＝保育所）が適正な額となっている

か、会計処理を行っている会計基準に合わせて、

各種書類を確認する。

-

・設備運営基準

第14条

・こ成事第175号

通知別紙１－２

（２）第２ー１

（２）ウ

- - - -

116 会計

会計（認

可基準の確

認）

児童福祉施設には、職員、財産、収支及び入所している者の処遇の状

況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。

他の会計間の貸借が適正に行われているか。

他の会計間の貸借が適正に行われているか。
選択式（適/否

/対象外）

私立保育

所

文書指

摘事項
-

・他の会計間の貸借が適正に行われているか、会

計処理を行っている会計基準に合わせて、各種書

類を確認する。

-

・設備運営基準

第14条

・こ成事第175号

通知別紙１－２

（２）第２ー１

（２）エ

- - - -

117 会計

会計（認

可基準の確

認）

児童福祉施設には、職員、財産、収支及び入所している者の処遇の状

況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。

現金、預金等の保管が適正に行われているか。

現金、預金等の保管が適正に行われているか。
選択式（適/否

/対象外）

私立保育

所

文書指

摘事項
-

・現金、預金等の保管が適正に行われているか、

会計処理を行っている会計基準に合わせて、各種

書類を確認する。

-

・設備運営基準

第14条

・こ成事第175号

通知別紙１－２

（２）第２ー１

（２）オ

- - - -

118 会計

会計（認

可基準の確

認）

児童福祉施設には、職員、財産、収支及び入所している者の処遇の状

況を明らかにする帳簿を整備しておかなければならない。

内部牽制体制が確立され、適正に機能しているか。

内部牽制体制が確立され、適正に機能しているか。
選択式（適/否

/対象外）

私立保育

所

文書指

摘事項
-

・内部牽制体制が確立され、適正に機能している

か、会計処理を行っている会計基準に合わせて、

各種書類を確認する

-

・設備運営基準

第14条

・こ成事第175号

通知別紙１－２

（２）第２ー１

（２）カ

- - - -

119 会計

会計（社

会福祉法

人以外の者

に対する設

置認可の条

件）

社会福祉法人以外の者による保育所の経理処理については、第２９５

号通知の第１の３（３）②に基づく認可条件等により、経理処理を行う

必要がある。

また、適正な施設運営等が確保されていれば、経理等通知による委託費

の弾力運用を行うことができる。

なお、簡潔明瞭な会計処理を行う観点から、委託費については、社会福

祉法人会計基準（平成28年厚生労働省令第79号）に基づく会計処

理を行うことが望ましい。

認可保育所の決算書は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳された会

計帳簿に基づいて作成しなければならない。

企業会計で作成した決算書から組み替えて、社会福祉法人会計基準に

より決算書を作成している場合には企業会計で作成した総勘定元帳と金

額が一致しない項目について、その理由及び金額を管理する必要がある。

企業会計で帳簿を作成し、行政提出用に社会福祉法人会計

基準に準じた様式で決算書を作成している場合は、決算書の各

勘定科目の金額の根拠等について、企業会計で作成している帳

簿との整合性がとれているか。

選択式（適/否

/対象外）

社会福祉

法人以外

の場合

（公立保

育所を除

く）

文書指

摘事項
-

・会計処理を行っている会計基準に合わせて、各

種書類を確認する。
-

・児発第295号

通知第１の３

（３）②

- - - -

＜社会福祉法人会計基準により会

計処理を行っている場合＞

・「資金収支計算書等の計算書

類」、「事業区分資金収支内訳

表」、「拠点区分資金収支計算

書」、「拠点区分資金収支明細

書」、「事業区分間及び拠点区分間

繰入金明細書」、「貸借対照表」、

「決算書」、「附属明細書」、「預金

残高証明書」、「経理規定」、「給与

規定」、「資金運用要領等の規定」

等

＜学校法人会計基準により会計処

理を行っている場合＞

・「資金収支計算書等の計算書

類」、「資金収支内訳表」、「収支予

算書」、「決算書」、「附属明細

書」、「預金残高証明書」、「経理規

定」、「給与規定」、「資金運用要領

等の規定」等

＜企業会計により会計処理を行って

いる場合＞

・「損益計算書」、「貸借対照表」、

「資金収支計算書等の計算書類」、

「収支予算書」、「決算書」、「附属

明細書」、「預金残高証明書」、「経

理規定」、「給与規定」、「資金運用

要領等の規定」等

＜その他の会計基準により会計処

理を行っている場合＞

・「資金収支計算書等の計算書

類」、「預金残高証明書等」上記に

相当する「財務諸表」、「決算書」、

「附属明細書」、「経理規定」、「給

与規定」、「資金運用要領等の規

定」等
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■監査調書：（A）施設監査（保育所） ※「経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）」を参照。

番号 大分類 中分類 基本的な考え方（根拠条文） 監査評価項目・自己点検項目

監査評価項目・

自己点検項目

の定義

評価対象

となる施

設

評価

区分

経過措

置※
着眼点 事前提出書類 事前提出情報 根拠法令等

関連法令・告示・

通知等

毎年の

確認を

任意とす

る項目

参考

項目

確認指

導監査

との重複

120 会計

会計（社

会福祉法

人以外の者

に対する設

置認可の条

件）

社会福祉法人以外の者による保育所の経理処理については、第２９５

号通知の第１の３（３）②に基づく認可条件等により、経理処理を行う

必要がある。

また、適正な施設運営等が確保されていれば、経理等通知による委託費

の弾力運用を行うことができる。

なお、簡潔明瞭な会計処理を行う観点から、委託費については、社会福

祉法人会計基準（平成28年厚生労働省令第79号）に基づく会計処

理を行うことが望ましい。

認可保育所の決算書は、正規の簿記の原則に従って正しく記帳された会

計帳簿に基づいて作成しなければならない。

企業会計で作成した決算書から組み替えて、社会福祉法人会計基準に

より決算書を作成している場合には企業会計で作成した総勘定元帳と金

額が一致しない項目について、その理由及び金額を管理する必要がある。

保育所の貸借対照表に計上された現金預金が実在するか。
選択式（適/否

/対象外）

社会福祉

法人以外

の場合

（公立保

育所を除

く）

文書指

摘事項
-

・会計処理を行っている会計基準に合わせて、各

種書類を確認する。
-

・児発第295号

通知第１の３

（３）②

- - - -

121 会計

会計（社

会福祉法

人以外の者

に対する設

置認可の条

件）

経理規程に従い適正な会計処理を行う必要がある。 経理規程に従って会計処理が行われているか。
選択式（適/否

/対象外）

公立保育

所以外の

場合

文書指

摘事項
-

・会計処理を行っている会計基準に合わせて、各

種書類を確認する。
-

・児発第295号

通知

・こ成事第175号

通知別紙１－２

（１）第２ー１

（２）

- - - -

＜社会福祉法人会計基準により会

計処理を行っている場合＞

・「資金収支計算書等の計算書

類」、「事業区分資金収支内訳

表」、「拠点区分資金収支計算

書」、「拠点区分資金収支明細

書」、「事業区分間及び拠点区分間

繰入金明細書」、「貸借対照表」、

「決算書」、「附属明細書」、「預金

残高証明書」、「経理規定」、「給与

規定」、「資金運用要領等の規定」

等

＜学校法人会計基準により会計処

理を行っている場合＞

・「資金収支計算書等の計算書

類」、「資金収支内訳表」、「収支予

算書」、「決算書」、「附属明細

書」、「預金残高証明書」、「経理規

定」、「給与規定」、「資金運用要領

等の規定」等

＜企業会計により会計処理を行って

いる場合＞

・「損益計算書」、「貸借対照表」、

「資金収支計算書等の計算書類」、

「収支予算書」、「決算書」、「附属

明細書」、「預金残高証明書」、「経

理規定」、「給与規定」、「資金運用

要領等の規定」等

＜その他の会計基準により会計処

理を行っている場合＞

・「資金収支計算書等の計算書

類」、「預金残高証明書等」上記に

相当する「財務諸表」、「決算書」、

「附属明細書」、「経理規定」、「給

与規定」、「資金運用要領等の規

定」等
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経過措置一覧：施設監査（A）保育所

■経過措置一覧：（A）施設監査（保育所）

番号 種別 参考元資料 経過措置 経過措置適用の要件 留意すべき事項

1 事務連絡
配置特例の要件見直しに関する留意事

項等について

保育所における保健師、看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）の配置について

は、児童福祉施設最低基準の一部を改正

する省令（平成 10 年厚生省令第 51 号）附則第２項の規定により、経過措置として当

分の間、看護師等を１人に限り保育士とみなすことができる。

【①保育士と合同で保育を行うことについて】

在籍乳児数が３名以下の保育所で看護師等が保育を行う場合は、保育士と合

同の組・グループを編成し、原則として同一の乳児室など同一空間内で保育を行

わなければならない。

【②保育に係る一定の知識や経験を有することについて】

保育所、幼保連携型認定こども園及び地域型保育事業所等（以下「保育所

等」という。）での勤務経験が概ね３年に満たない看護師等が、在籍乳児数が３

名以下の保育所で保育を行う場合、「子育て支援員研修事業の実施について」

（平成 27 年５月 21 日付け雇児発 0521 第 18 号厚生労働省雇用均等・

児童家庭局長通知）で定める子育て支援員研修のうち、地域型保育コースその

他の都道府県知事が認める研修の修了（以下「子育て支援員研修等」とい

う。）を必須とする。

（１） 看護師等と合同の組・グループを担当する保育士は、当該看護師等をフォローすることが求められるため、当該看護

師等が勤務する保育所での勤続年数が概ね３年以上かつ、乳児への保育の経験を有している常勤の保育士であることが望

ましいこと。また、当該保育士が休暇を取得する際等にフォローアップに入る保育士についても同様の要件を満たしていることが

望ましいこと。

（２） 保育所の施設長は、職員間の連携を十分図るとともに、看護師等の資質向上のため、各種研修への参加機会の確

保等に努める必要があること。あわせて、保育士に業務の負担が過剰に偏ることがないよう、業務効率化や業務改善を含めた

マネジメントを行うとともに、適切な業務分担が行われるよう留意すること。

（３） 乳児の在籍数が３名以下の保育所が看護師等を新規採用するに当たり、当該看護師等を保育士とみなす前提で

採用する場合は、原則として勤務開始前に子育て支援員研修等を修了していることが必要であるが、保育士の確保が困難

であるなどこれによりがたい場合は、この限りでないこと。ただし、この場合であっても、勤務開始後直近で開催される研修を受

講するなど、できる限り早期に当該研修の受講を開始することとし、未修了の期間は同一グループでフォローする保育士だけで

なく、施設長や主任保育士等が支援を行うことが望ましいこと。

（４） 乳児の在籍数の変動により年度途中で乳児の在籍数が３名以下となった場合についても、看護師等のみで乳児を

保育することは適当ではないため、保育所の施設長は、保育士と合同の組・グループを編成するよう体制を組むこと。なお、当

該ケースにおいて、保育士として勤務している看護師等の保育所等での勤務経験が概ね３年に満たない場合、本来は子育

て支援員研修のうち地域型保育コースを修了していることが必要であることから、勤務経験が概ね３年に満たず、当該研修を

修了していない場合については、できる限り早期に当該研修を受講することが望ましい。また、こうした場合にも対応が出来るよ

う、（５）のとおり、保育所等での勤務経験が概ね３年に満たない看護師

等については、在籍する乳児の数にかかわらず、あらかじめ子育て支援員研修等の受講を勧奨すること。

（５） 乳児が４人以上在籍する保育所で勤務する看護師等においても、保育に係る一定の知識や経験を有していること

は、保育所保育指針（平成 29年厚生労働省告示第 117 号）第５章の２（２）に規定されているとおり、要件化され

ておらずとも求められるべきものであるため、これまでもお示ししてきているとおり、保育所等での勤務経験が概ね３年に満たない

看護師等に対し、子育て支援員研修等の受講を勧奨すること。

（６） 都道府県、政令指定都市又は中核市は、管下の保育所への指導監査を行うに当たって、当該保育所の乳児の在

籍数が３名以下である場合、本通知に沿った取扱いが適切に実施されているかについても確認を行うこと。

2 内閣府令
配置特例の要件見直しに関する留意事

項等について

【附則第２項関係】

当分の間、この府令による改正後の児童福祉施設の設備及び運営に関する基準準（次項

において「設備運営基準」という。 ） 第三十三条第二項並びに改正後の家庭的保育事業

等の設備及び運営に関する基準（次項において「家庭的保育事業等基準」という。

）第二十九条第二項、第三十一条第二項、第四十四条第二項及び第四十七条第二項

の規定は、適用しない。この場合において、この府令による改正前の児童福祉施設の設備及

び運営に関する基準第三十三条第二項並びに家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準第二十九条第二項、第三十一条第二項、第四十四条第二項及及び第四十七条

第二項の規定は、この府令の施行の日以後においても、なおその効力を有する。

【附則第3項関係】

設備運営基準第三十三条第二項並びに家庭的保育事業等基準第二十九条第二項、第

三十一条第二項、第四十四条第二項及び第四十七条第二項の規定による基準はは、当

該市町村の条例又は当該都道府県の条例で定める基準とみなす。

【附則第２項関係】

保育士及び保育従事者の配置の状況に鑑み、保育の提供に支障を及ぼすおそ

れがあるとき。

【附則第3項関係】

附則第２項が適用される場合（保育の提供に支障を及ぼすおそれがあるとき）を

除き、この府令の施行の日から起算して一年を超えない期間内において、設備運

営基準第三十三条第二項並びに家庭的保育事業等基準第二十九条第二

項、第三十一条第二項、第四十四条第二項及び第四十七条第二項の規定に

よる基準 （満三歳以上満四歳に満たない児童及び満四歳以上の児童に対し

保育を提供する保育士及び保育従事者の数に関する基準に限る。以下この項に

おいて同じ。）に従い定める児童福祉法第三十四条の十六第一項に規定する市

町村の条例又は同法第四十五条第一項に規定する都道府県の条例が制定施

行されるまでの間。

-
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根拠条文一覧別紙：施設監査（A）保育所

■根拠条文一覧別紙：（A）施設監査（保育所）

番号 根拠条文

ロ　保育室等が設けられている次の表の上欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分ごとに、それぞれ同表の下欄に掲げる施設又は設備が一以上設けられ

ていること。

1
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